


序　　　　　文

　タンザニア連合共和国において、マラリアによる年間死亡者は10万人を超え、HIV／AIDSと

並んで最重要疾患のひとつとなっています。

　近年、世界のマラリア対策は、ロールバック・マラリア・イニシアティブに沿って進められて

いますが、そのうちの一戦略である「早期診断と治療」については、マラリア死を軽減するうえ

で、とりわけ重要となっています。

　JICA は 1993 年から 2002年 11月まで、マラリア重篤患者の看護管理とアクリジン・オレンジ

染色法（AO法）を使ったマラリア迅速診断法の２つについて、現地国内研修を中心としたマラ

リア対策プロジェクトを実施しました。タンザニア連合共和国政府はこのプロジェクトを高く評

価し、AO 法の第１次医療施設レベルへの拡大、マラリア重篤患者の看護管理を通じて、マラリ

ア迅速診断・治療の強化に資することが期待されています。

　かかる背景から現在、都市部で深刻化している都市マラリア対策と併せて、AO 法の第１次医

療施設レベルへの拡大、包括的小児疾患管理（IMCI）と連携したマラリア重篤患者の看護管理に

ついて、今般、我が国に対して技術協力の要請がなされました。

　これを受け、JICA は、技術協力プロジェクトによるマラリア早期診断強化計画（仮称）プロ

ジェクト実施の可能性について調査すべく、第１次事前評価調査団を 2003 年 11 月 13 日から

12月３日、第２次事前評価調査団を2004年２月７日から３月４日までの日程で派遣しました。本

報告書は、両調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査にご協力を賜りました関係各位に対しまして、深甚なる謝意を表しますととも

に、今後のプロジェクトの実施に向けて、一層のご協力をお願い申し上げます。

　

　2004 年３月

　

独立行政法人 国際協力機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　松岡　和久



略　　語　　集

AO Acridine Orange

AIDS Acquired Immunodeficiency Syndrome

GFATM Global Fund to Fight AIDS, TB and Malaria

CIPAC Centre of International Parasite Control

DES City of Dar es Salaam

DHMT District Health Management Team

DMO District Medical Officer

ESACIPAC Eastern & Southern Africa Centre of International Parasite Control

HIV Human Immunodeficiency Virus

ICTC In-Country Training Course

IMCI Integrated Management of Childhood Illness

ITN Insecticide Treated Net

MOH Ministry of Health

MSD Medical Store Department

MelSAT Medical Laboratory Scientiests Association of Tanzania

NMCP National Malaria Control Programme

NIMR National Institute of Medical Research

PCM Project Cycle Management

PDM Project Design Matrix

RHMT Regional Health Management Team

RBM Roll Back Malaria

RMO Regional Medical Officer

STI Swiss Tropical Institute

SP Sulfadoxine-Pyrimethamine

TNG City of Tanga

UMCP Urban Malaria Control Programme

ZMCP Zanzibar Malaria Control Programme

WHO World Health Organisation



要　　　　　約

　2003 年 11 月 13 日から12月３日、2004年２月７日から３月４日の２度にわたり、タンザニア

連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）における本プロジェクトの実施を踏まえた事前評価

調査団を派遣した。調査方法は、初めに関係省庁及び関係機関からの聞き取り及びアンケート調

査を実施。次に、関係省庁及び関係機関の参加によりプロジェクト・サイクル・マネージメント

（PCM）ワークショップを行い、問題分析、目的分析、関係者分析調査を実施して、プロジェク

ト・デザインを行った。以下、調査の要約である。

　タンザニアにおけるマラリア対策は、1989年から2002年まで断続的に実施された。そのなか

でも1993年から2002年まで行われた検査・看護分野の現地国内研修は、同国におけるマラリア

疾病対策に大きな功績を残したと同国保健省から評価されている。このような状況のなか、同国

政府は、2003年に日本政府に対して新たなマラリア対策への支援を要請。この要請に基づき、前

述の日程で調査団を派遣した。

　要請は、アクリジン・オレンジ染色法（AO 法）を使ったマラリア迅速診断の普及、包括的小

児疾患管理（IMCI）との連携による重篤マラリア患者の看護、環境衛生面からの都市マラリア対

策、の３点から成る。調査はその妥当性、実施の可能性から要請内容を検証した。

　その結果、現地国内研修については前フェーズにて作成された研修カリキュラム、内容を改訂

し、現地国内研修を実施し、その効果のモニタリング・評価を強化することとなった。

　また、顕微鏡の修理体制、試薬・備品の供給体制の強化も行うこととした。

　都市マラリア対策については、主たる活動を、住民参加型でダルエスサラーム市の既存マラリ

ア排水溝の清掃・保全と限定し、実施することとなった。

　日本側の投入は、長期アドバイザー１名と各分野への短期専門家の派遣、AO法顕微鏡の供与

が主たる投入である。

　以前のマラリア対策プロジェクトでは、対象地域をタンザニア全土としていたため、プロジェ

クトのインパクトが測りにくかったので、本期プロジェクトでは対象地域を絞って実施すること

とした。なかでも行政上の問題からマラリア対策が遅れていたザンジバルへの協力を行う。

　３つの活動課題からの総合的なインパクトをモニタリング・評価するなど、2002年まで実施さ

れていたマラリア対策プロジェクトの弱かった部分を地域及び戦略的に強化したプロジェクト・

デザインとなった。
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第１章　調査概要

１－１　調査団派遣の目的／背景

　タンザニア連合共和国（以下「タンザニア」と記す）におけるマラリアの年間患者数は1,400万

人から1,800万人にものぼり、全医療施設の外来患者の40％を占める。うち110万人は入院によ

る治療が必要な重篤な症例であり、年間約 10 万人がマラリアにより死亡している。マラリアは

HIV／AIDSと並んで、タンザニアにおける最重要疾患のひとつである。タンザニア全土の80％

以上は「マラリア浸淫地域」に分類され、マラリアで死亡する患者の大半が５歳未満児及び妊婦

である。タンザニアでは熱性疾患に対し、臨床診断のみによるクロロキン投与や医師の診断なし

に熱性疾患罹患者が市販のクロロキンを服用することなどが原因で、クロロキン耐性マラリアが

増加したと予測される。そのためタンザニア政府は、2000年からSP合剤（商品名：ファンシダー

ル）を第一選択薬として取り入れている（東アフリカ諸国では、クロロキン耐性マラリアの流行

がみられるほとんどの国々で、いまだクロロキンが第一選択薬として用いられているのが現状で

ある）。

　タンザニア保健省は新たなマラリア対策として、国家マラリア対策プログラム（NMCP）

2002-2007を策定して、実施を進めている。これには世界保健機関（WHO）の「ロールバック・

マラリア・イニシアティブ（RBM）」の強い影響があり、RBMの基本である「早期診断、早期治

療」が強調されている。JICAは国家マラリア対策プログラムを支援するため1993年から2002年

まで、アクリジン・オレンジ染色法（AO 法）を使ったマラリア迅速診断法及び看護師に対する

重篤マラリア患者管理、早期治療法について現地国内研修（開始時の名称は「第二国研修」）を

実施してきた。その結果、1999年にはAO法を使ったマラリア診断法が、タンザニア臨床検査技

師会及び保健省よりマラリア標準診断法の１つとして認定された。タンザニア保健省はAO法を

使った更なるマラリア迅速診断、及び包括的小児疾患管理（IMCI）に基づいた看護師によるマラ

リア患者看護法の地方への普及を図るため、日本に対して「AO 法マラリア診断」と「マラリア

疾患管理」の現地国内研修、並びに都市マラリア対策への技術協力の要請があった。都市マラリ

ア対策については、1996年までダルエスサラーム市とタンガ市でJICAの技術協力が実施されて

いた経緯があり、その後スイス熱帯研究所（STI）・プリンストン大学などの国際ドナーに引き継

がれている。

  ついてはタンザニアのマラリア対策プログラムを支援するため、日本の地域的な寄生虫対策協

力を考慮し、どのような協力方法、内容が最も適切であるか、具体的に検討・評価することを目

的として、調査団を派遣した。
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１－２　調査団構成

１－３　調査行程

　2003 年 11 月 13 日から 12 月３日まで、ダルエスサラーム、タンガ、ザンジバルを中心に本調

査を実施した。なお、往路でスイス・バーゼルに立ち寄り、STIで協議を行った。調査行程の詳

細は、下記のとおりである。

１

２

３

４

５

団員氏名

高橋　央

Dr. Hiroshi

Takahashi

山形　洋一

Dr. Yoichi

Yamagata

天野　皓昭

Dr. Hiroaki

Amano

石島　久裕

Mr. Hisahiro

Ishijima

Dr. Charles

Mwandawiro

担当業務

総　括

Leader

マラリア対策

Malaria Control

国際寄生虫対策

International Parasite Control

保健協力

Health Cooperation

地域寄生虫対策

Regional Parasite Control

所　属　先

国際協力機構国際協力総合研修所　

国際協力専門員

Senior Advisor, Institute For International

Cooperation (IFIC), Japan International Cooperation

Agency (JICA)

国際協力機構国際協力総合研修所　

国際協力専門員

Senior Advisor, Institute For International

Cooperation (IFIC), Japan International Cooperation

Agency (JICA)

ケニア国　国際寄生虫対策プロジェクト　

チーフアドバイザー

Chief Advisor, International Parasite Control Project

国際協力機構医療協力部医療協力第二課

ジュニア専門員

Associate Expert, 2nd Medical Cooperation Division,

Medical Cooperation Department Japan International

Cooperation Agency (JICA)

ケニア国　国際寄生虫対策東南アフリカセン

ター所長／プロジェクトカウンターパート

Director/Project Coordinator, Eastern and Southern

Africa Centre of International Parasite Control

(ESACIPAC)
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

 
10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

2003/11/13（Thu）

2003/11/14（Fri）

2003/11/15（Sat）

2003/11/16（Sun）

2003/11/17（Mon）

2003/11/18（Tue）

2003/11/19（Wed）

2003/11/20（Thu）

2003/11/21（Fri）

2003/11/22（Sat）

2003/11/23（Sun）

2003/11/2（Mon）

2003/11/25（Tue）

2003/11/2（Wed）

2003/11/27（Thu）

2003/11/28（Fri）

2003/11/29（Sat）

2003/11/30（Sun）

2003/12/01（Mon）

2003/12/02（Tue）

2003/12/03（Wed）

移動　成田⇒チューリッヒ⇒バーゼル　

　　　LX 4281　10:00 － 14:35 － 17:14

STIで協議

移動　バーゼル⇒アムステルダム⇒ダルエスサラーム

　　　LX 708　7:25－ 9:00　KL 571　10:55－ 23:25

休日　調査団事前打合せ

天野・ムワンダウィロ団員　ケニアより参団

AM JICAタンザニア事務所との打合せ、在タンザニア日

本大使館表敬

PM 保健省診断局表敬、予防局環境担当官との協議、

WHOとの協議

AM NMCP表敬、国立医学研究所（NIMR）との協議

PM タンガに移動

AM タンザニア臨床検査技師会（MelSAT） 総会出席

PM タンガAO法研修センター視察・調査

AO法利用医療施設視察・調査　

AM MelSAT総会出席　

PM 山形団員によるAO法についての基調講演とグルー

プ討議（出席者を選抜）

AM MelSATメンバーとの意見交換

AM ダルエスサラームに移動　　

PM 団内会議

休日　天野・ムワンダウィロ団員　離タンザニア

　　　高橋団長、山形・石島団員　ザンジバル　移動

ザンジバル　マラリア対策プログラムとの協議

ザンジバル　保健省との協議

ザンジバル　WHOとの協議

ザンジバル　フィールド調査、ダルエスサラームに移動

ラマダン休日　フィールド調査（排水溝視察ほか）

ラマダン休日　フィールド調査（発生源視察ほか）

Medical Store Department（MSD）との協議

ダルエスサラーム市都市マラリア対策関係局との協議

JICAタンザニア事務所との協議

休日　資料整理

休日　簡易報告書作成

AM 保健省とのミニッツ締結、JICAタンザニア事務所報告

PM 大使館表敬、　WHOとの協議

移動　ダルエスサラーム⇒チューリッヒ

　　　LX 293　23:45－8:00（+1）

移動　チューリッヒ⇒成田　

　　　LX 168　13:05－ 8:55（+1）

成田着　8:55

Basel

Basel

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Tanga

Tanga

Tanga

Tanga

Dar es Salaam

Zanzibar

Zanzibar

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Plane

Plane

ItineraryDay Date Sojourn
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１－４　主要面談者

Institute

スイス熱帯研究所（STI）

在タンザニア日本大使館

タンザニア保健省（MOH）

世界保健機関（WHO）

タンザニア事務所

国立医学研究所（NIMR）

タンザニア国家マラリア対策

プログラム（NMCP）

タンザニア臨床検査技師会

（MelSAT）

タンガ地域医療局

Vector Control Training Centere

NIMRムへザ支所

タンガ市医療局

ガラノス高等学校

ザンジバル国家マラリア対策

プログラム（ZMCP）

ザンジバル保健省

世界保健機関（WHO）

ザンジバル事務所

Medical Store Department

（MSD）

ダルエスサラーム市

都市マラリア対策

Name

Dr. Marcel Tanner

平山一等書記官

Ms. M. J. Mwaffisi

Dr. Mzige

Dr. Magoma

Ms. Ritha John A. Njau

Dr. Cornelia A. Atsyar

Dr. Mwece Malesela

Dr. Leonard Mboera

Dr. A. Mwita

Dr. W. Marero

Mr. G. Kisyomb

Mr. T. C. Mshana

Dr. Muhando

Mr. Murogo

Dr. Mugenda

Dr. Robert Malima

Mr. Minja

Mr. Kinal

Mr. Mwinyi Issa Msellem

Mr. Ali

Mr. Mucha

Mr. Juma Rajob Juma

Dr. F. R. Zawaira

Dr. Jay A. Drosin

Mr. Per Kronslev

Mr. Thomas C. Mshana

Mr. Mohamed S. Mkunba

Mr. George Wiliiam

Mr. Abraham Mwanbona

Ms. Khadija Kannady

Dr. Mauylad Ntiro

Ms. Fatums Maduha

Mr. Michel Kiama

Position
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Senior Public Health Engineer, DES City Council

Malaria Control Coordinator, Temeke District

Malaria Control Officer, Ilala District
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１－５　調査方法

　現地 JICA 事務所と協議のうえ、下記の点について調査を行った。南東アフリカにおける日本

の寄生虫対策協力の方針を本プロジェクトへも反映させるため、ケニア国国際寄生虫対策プロ

ジェクトの天野チーフアドバイザーとケニア国国際寄生虫対策東南アフリカセンター

（ESAC IPAC）所長でプロジェクトカウンターパートのムワンダウィロ博士が現地参団し、

ESACIPAC との連携の可能性について調査した。

①　2003 年 11 月 19 日から 21 日に開催された MelSAT 総会への参加を通じ、MelSAT 及び保

健省に対して AO 法の位置づけについて聞き取り調査を実施。

②　MelSAT 総会のなかで行われたワークショップにおいて、AO 法実施と普及に係る問題点

について協議。またその改善法について参加者と意見交換、アンケート調査を実施。

③　新規プロジェクト開始に係る協力内容及び先方からの要請事項（現地国内研修、都市型マ

ラリア対策ほか）について先方政府、関係機関と協議。またESACIPACとの連携の可能性に

ついて団内で協議。

④　国連機関、国際ドナーのマラリア対策への支援状況について調査し、連携可能な案件につ

いて協議。

⑤　プロジェクトの円滑な遂行のために必要となる後方支援内容、及び留意事項について、現

地 JICA 事務所と協議。
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第２章　スイス熱帯研究所

　スイス熱帯研究所（STI）は、国際保健プロジェクトの実施、疫学調査、熱帯感染症の研究と

教育等を行っており、スイス北部バーゼルにある。STIはタンザニアにおいてマラリア対策に長

らくかかわっており、多くの経験を有している。またダルエスサラーム市のマラリア対策は、

JICAが実施してきた技術協力の実績を基に活動を展開している。現在、タンザニアにおいてSTI

が実施している研究、事業との連携の可能性について協議を行った。　

　タンザニアのマラリア対策に関して、JICAは他のドナーとは違うアプローチをしているユニー

クなプロジェクトを 10 年にわたり実施し、マラリア診断について貢献しているとの意見があっ

た。STIの次期プロジェクトでは、都市マラリア対策への協力を計画しているが、これに関係し

てSTIはダルエスサラーム市におけるマラリアの棲息地、媒介蚊の習性を調査し、環境衛生面で

の研究を進めている。STIの研究成果や情報を共有して、日本のプロジェクトを実施することは、

有効な手段と考える。また、各種サーベイの委託先としても非常に信頼できる機関の１つであり、

現地での情報共有や JICA プロジェクトのモニタリング・評価についても、協力を検討すべきと

考える。

　今日までの日本の技術協力に対して、STIは敬意と興味を抱いており、ターナー所長自らが長

い時間を割き、ほかにも多くの関係者が協議に応じてくださった。
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第３章　タンザニア臨床検査技師会総会

　タンザニア臨床検査技師会（MelSAT）は、高学歴の臨床検査技師（Medical Technologists）が

中心会員となっており、医療従事者職能団体のなかでも最も有力な団体の１つである。MelSAT

総会は毎年開かれており、2003 年はタンガ市にあるムコンゲホテル・カンファレンスホールに

て、2003年11月19日から21日の３日間開催された。今回のテーマとして「Early Laboratory Di-

agnosis of Malaria」が取り上げられ、JICA現地事務所が共催者となって、AO診断法についての

特別セッションも設けられた。

３－１　AO法についての発表と意見交換

　2003 年 11 月 20 日、AO 法について①検査精度、②供与機材の利用、③ AO 法の検査／診断シ

ステムへの貢献などについて発表があった。これらの発表について MelSAT総会参加者からは質

問やコメントが出され、AO 法について大変活発な意見交換が行われた。

　1994年にAO法が紹介されて以来、AO法を導入した全施設のうち、約60％の施設で迅速かつ

正確、簡便なマラリア診断が行われるようになった。しかしその他多くの施設では、いまだ臨床

診断のみによる抗マラリア薬の処方が行われており、SP合剤に対する耐性も出現している。この

ため、タンザニア政府はマラリア治療ガイドラインを改定し、２剤併用治療に変更しつつある。

このような状況のなか、MelSATとして、検査診断に基づく適切なマラリアの治療が重要であり、

他の鏡検法に比べて安価で迅速かつ正確なマラリア診断が可能なAO法を拡充していくことが必

要であるとの決議がなされた。一方でAO法を使用しての診断に関し、顕微鏡の修理ができない、

試薬や備品の供給がされない、などの問題点があげられた。また研修受講者からは、リフレッ

シュメント研修の実施を望む声が多く聞かれた。これに対してMedical Store Department（MSD）

代表から、試薬、備品の供給体制は整っているとの説明があり、注文法の周知徹底を促す発言が

あった。現場でAO法を実践する彼らの意見は貴重であり、今般の本会への参加は有意義だった。

また MelSAT 会員からも、特別セッションへの賛辞があった。

　本プロジェクトでは、MSD、 医療機器保守管理部門と連携し、顕微鏡保守体制、AO法試薬／

備品供給システムの構築と運営に技術協力を行うとともに継続的モニタリングを実施する必要が

ある。また、検査サイドで迅速に検査を実施するだけでなく、診療サイドの理解を深めるととも

に、診療＝検査－診断－治療という一連の流れを円滑に行う体制を支援することが必要であると

考える。

３－２　AO法についてのアンケート調査結果

　2003年11月に開催されたMelSAT総会の参加者119名を対象に、AO法についてのアンケート
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調査を実施した。調査結果については、付属資料６．を参照されたい。

３－３　AO法顕微鏡稼働調査結果

　2003年８月にJICA現地事務所がAO法顕微鏡稼働調査を実施した。これまでに供与された100台

の顕微鏡の稼働状況の要約は以下のとおり。

・100 台のうち５台は盗難により紛失しており、状況を把握することができた顕微鏡は 95 台

だった。

・調査で確認された 95 台の顕微鏡のうち、50 台は現場で使用されており、残りの 45 台は使用

されていなかった。

・使われていない 45 台のうち、12 台は故障などの問題により使用できない状態であり、残り

の 33 台は使用可能な状態であるが何らかの理由により使用されていなかった。

　調査報告書１の要約（Executive Summary）を付属資料７．として添付した。

１ JICA, Surveillance of AO Microscopes Usage : A Final Report, Dar es Salaam, August 2003.
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第４章　要請内容

　2002 年３月 10日、タンザニア保健省から在タンザニア日本大使館に、技術協力プロジェクト

プロポーザルが提出された。プロポーザルの内容は、下記のとおり（原文は付属資料４．を参照

のこと）。

　

４－１　基本方針

　①　早期診断、迅速かつ正確な治療

　②　迅速、正確かつ効率的なマラリア検査診断

　③　環境衛生面からの都市マラリア対策強化

　④　AO 法の第１次医療施設への拡大に伴う問題分析などの調査

４－２　プロポーザル概要

　プロポーザルは３つのサブプロジェクトから構成されており、社会経済発展の障害となる一大

原因であるマラリアの脅威を軽減することをプロジェクトの上位目標とする。

・サブプロジェクトＡ：重篤マラリア患者の看護管理〔包括的小児疾患管理（IMCI）を基本と

する〕

・サブプロジェクトＢ：AO 法によるマラリア検査診断の末端医療施設での実施

・サブプロジェクトＣ：都市部におけるハマダラカ棲息地の減少

　上記３サブプロジェクトへの具体的な方策としては、①研修を通じて看護師の重篤マラリア看

護についての技術・知識を向上させる、②機材の導入と研修による末端医療施設へのAO法の拡

大、③都市計画技術者のマラリア対策に係る技術と知識の向上、現存マラリア排水溝の保守・整

備、州・県行政レベルへのマラリア対策支援などがあげられる。

　本プロジェクトには、マラリア対策アドバイザー（長期専門家）、AO法技術（短期専門家）、看

護研修カリキュラム開発（短期専門家）、医療機器保守管理（短期専門家）の日本人専門家が要

請されている。協力期間は３年間とし、国家マラリア対策プログラム（NMCP）をメインカウン

ターパート機関としてプロジェクトを実施し、第三機関にモニタリング、評価を依頼するかたち

となっている。主な活動としてはサブプロジェクトＡ及びＢに係る現地国内研修、研修に必要な

教材の開発、サブプロジェクトＣに必要な機材供与、セミナーの開催、住民参加の排水溝整備な

どである。
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第５章　調査結果

５－１　AO法の地方展開

　これは基本的に、タンザニア保健省下の国家マラリア対策プログラム（NMCP）が中心となっ

て決めるべき事項である。新たな顕微鏡及び光源の優先供与先は、研修修了者がいるにもかかわ

らず、顕微鏡及び光源が設置されていない施設となろう。臨床診断だけに頼らない検査診断をで

きるだけ多数実現するためには、より末端の保健医療施設への導入を検討するのが合理的である。

一方、検査スタッフの配置状況や当該施設の社会インフラ（特に電気）の充足状況も考慮するこ

とになる。前フェーズ終了時評価の聞き取り調査では、２次医療レベルに相当するDistrict Health

Centreでは１次レベルからの紹介患者が全受診者の１～２割にとどまっていた。その点からみれ

ば、全国に600か所あまりある２次医療レベル施設への顕微鏡供与が引き続き進められる可能性

が高い。一方、早期診断・治療を実現するためには、より末端の１次医療レベル施設への導入も

検討されるべきである。特に近隣に２次医療レベル施設がない地域が優先的に選ばれる必要性が

ある。JICA事務所が実施したコンサルタントによる評価では、安定した電気供給がない施設では

小規模水力発電を利用した顕微鏡利用が報告されていた。このほか太陽光発電の利用、乾電池に

よる代用などの案（Earl、CDCによる）も出ている。このような取り組みも、一部で実験的に実

施されるべきである。

　AO法の普及にあたって、前フェーズまでは臨床検査技師を主体に唱道してきたが、特に院長

を含む他の保健医療職にも広げるべき、との意見が聞かれた。顕微鏡診断によるマラリアの早期

治療を実現するためには、医療従事者全体の協力が必要であり、今後の活動を進めるうえで重要

な指摘と考える。

　新規の顕微鏡供与にあたっては、留意すべきことが３点ある。１つは顕微鏡の安全な保管であ

る。JICA事務所が雇用したコンサルタントの調べによると、前フェーズに供与した顕微鏡のうち

５台が盗難に遭っている。新たに顕微鏡を設置するにあたっては、保管体制の完備がより重要な

条件となる。２点目は、顕微鏡の耐用年数を超える施設がいくつか出てくるため、そこへの補充

の必要性である。３点目は、ザンジバルへの顕微鏡供与が前フェーズ終了時評価の時点で１台に

とどまったため、タンザニア本土との保健行政システムの独立度を考慮した日本側の対応が必要

である。

　消耗品の注文体制は、Medical Store Department（MSD）と協議を重ね、AO染色液のほかにハ

ロゲン電球など主要な物品が MSD のカタログに収載されたので、相当改善されている。ただ、

MSD側としては、AO法に特化した消耗品や部品の注文票は受け付けられないとのことだったの

で、MSDが取り扱っている関係物品をハイライトしたカタログの配布や、インターネット注文の

活用などを検討する必要がある。
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　故障した顕微鏡の補修については、地域の修理工場（あるいは病院内の修理工場）の機能強化

が必要となる。タンザニア側の努力だけでは改善は難しく、携行機材供与を含めた短期専門家の

派遣が検討されるべきである。

５－２　マラリアなど小児重篤疾患の看護研修

　前フェーズ終了時評価では、研修の効果が十分に評価できなかった。その理由として、研修修

了者が全国の医療施設間で広く移動したため、短期間の調査では研修修了者のその後の動向を十

分につかめなかったことがある。

　しかし、数人からの聞き取り調査で共通していた問題が２点浮かび上がっている。１つは、職

場の同僚への伝達講習が、所属施設の長や地域の医療チームから理解と支援を得られなかったた

め、開催が難しかったこと。２つめは、職場で伝達講習を実施する際の教材（ポスターや一覧表

など）がなかったことと、教える術を学んでいなかったことから、伝達講習自体も容易でなかっ

たことがある。次フェーズでは、前フェーズ終了時評価で研修参加者から指摘されたこれらの問

題点を考慮した研修計画づくりが必要となる。

　具体的に改善するため、１点目については、Regional Health Management Team（RHMT）及

びDistrict Health Management Team（DHMT）へ本研修の重要性を唱道し、研修修了者の活動を

支援、及びモニターするように計画すべきである。２点目については、研修計画段階からムヒン

ビリ大学を中心とした看護教育及び小児科学教育の専門家を動員して、研修受講者に伝習教育法

の基礎を教えること。さらに、伝達講習に必要な教材を、合わせて開発することを計画すべきで

ある。これには日本側から短期専門家の派遣が求められよう。

　なお、本研修は今後もマラリアを含む小児主要疾患の包括的な治療方式、すなわち Integrated

Management of Childhood Illness（IMCI）の概念にのっとって実施されるべきだが、前フェーズ

終了時までに作成されたスワヒリ語の教材には、既に内容が古くなっている部分があるため、次

フェーズではその点を改訂していく必要がある。

５－３　都市マラリア対策

　JICA はダルエスサラーム並びにタンガにおいて、都市マラリア対策プロジェクト（UMCP、

1988-1996）を実施した。その成果のひとつは、「都市はハマダラカにとって住みにくい」ことの

証明である。すなわち航空写真と地形図による地理学的解析と、野外調査とを組み合わせた結果、

都市環境におけるハマダラカの発生源が「都市化から取り残されたハマダラカのオアシス」に限

定され、制圧可能なことが明らかになった。

　旧プロジェクトの第２の成果は、市内のハマダラカ発生源に対して、英国統治時代に建設され

たマラリア対策用排水溝が、しゅんせつすれば現在でも機能することの証明である。「マラリア
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対策排水溝（Antimalarial Drains）」は幅１～２ｍの小規模なもので、Ｖ字型の断面の底部にス

リットがあり、地下水位を下げて湿地を干拓することを目的とする。

　これらの成果に基づきダルエスサラーム市では、JICA プロジェクト終了後もスイス援助の

Dar es Salaam Urban Health Project などを通じ、断続的かつ断片的に排水溝清掃活動を行ってき

た。

　2002年には世界エイズ・結核・マラリア対策基金（GFATM）によるマラリア対策の一環とし

て、ダルエスサラーム市、スイス熱帯研究所（STI）、プリンストン大学の共同パイロットプロジェ

クトが始まり、都市マラリア危険地図作成、住民組織による環境整備、疫学・昆虫学的評価が計

画されている。この計画には排水溝の整備に関して具体的計画が欠けているので、ダルエスサ

ラーム市としては特に JICA の技術支援を必要としている。

　保健省においても環境衛生に対する関心が高まり、国家マラリア対策中期戦略（2003-2007）で

は、ダルエスサラーム市の環境管理に関して一項が設けられた。

５－３－１　タンザニア保健省からの要請

　2003 年３月 10 日付で保健省より要請のあったサブプロジェクトＣの内容概略は、以下のと

おりである。

プロジェクト目標：発生源の減少、湿地の減少、イエカの減少

成　果：ハマダラカ密度の減少、マラリア伝搬の減少、マラリア患者の減少、停滞水の減少、

都市部でのマラリア消滅

活　動：

・都市環境対策に関与する職員への研修（都市地理学、ハマダラカ発生源のパターン、マ

ラリア対策用排水溝の形態と機能）

・生態調査と都市地理学教育

・排水溝建設のための機材供与

・既存の排水溝の修繕と新排水溝の建設

・ハマダラカ発生水域の除去

・都市で実施するマラリア対策用排水溝設計と予算化への支援

・蚊の種類と発生源に関する住民教育

・地方自治体幹部に対するマラリア対策環境整備の重要性に関する情報提供、並びに予算

確保のための助言

・Council に対する条例見直し支援

・住民参加型マラリア対策実施のための Council 支援

　以上のように「活動」が多岐にわたり、かつ JICA の権限を超える部分や、STI など他のパー
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トナーがカバーする予定の部分も含まれるので、協力内容を特定する必要が認められた。具体

的な対応については次項を参照のこと。

５－３－２　ダルエスサラーム市の要望

　2003年 11月 28日、イララ県保健事務所における協議で、ダルエスサラーム市３ディストリ

クトの環境衛生担当者から口頭で提示された要望は、以下のとおり。

①　市内のハマダラカ発生源並びに排水溝の管理に関する現状調査

②　環境衛生にかかわる市職員への訓練

③　既存の排水溝の清掃及び修繕

④　違法建築などにより機能しなくなった排水溝の改修（ルート変更を含む）

⑤　新たに都市化もしくは宅地化された地域における排水溝の設計及び建設

⑥　住民参加による排水溝保守並びに環境整備

⑦　市並びにディストリクトの政策決定者への唱道（advocacy）

　これに対して本調査団は、以下のとおり回答をした。

・上記①、②、③、⑥に関して、日本からの小規模な技術協力で対応することは可能。ただ

し市やディストリクトが相互調整を行い、主体的に推進することを条件とする。また現

在、STI、プリンストン大学が行っている研究協力や、2004 年からスイスからの援助が予

定されている「都市マラリアプロジェクト」との協調が必要。

・上記④、⑤については、多額の投入と、住民立ち退きなどの強制措置を必要とするため、

JICA として当面関与することは難しい。

・上記⑦は本来、市やディストリクトの技官の任務であり、自助努力に期待する。

　本協議を通じて、ダルエスサラーム市関係者の企画能力や実施体制について、以下のように

不明な点が残った。

・STI との研究協力について、具体的な言及がなかった。

・保健省から JICA への要請内容について、市担当者が承知していなかった。

・市並びに市下３ディストリクトの業務連絡が明確に説明されなかった。

・住民参加が進展しているとの説明はあったが、具体的な件数、内容、資金フローについて

言及がなかった。

５－３－３　サブプロジェクトの内容

　プロジェクトの上位目標、目的、成果、活動、投入に関しては、付属資料３．のプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）を参照のこと。その規模については、以下が概要である。

・対象地域は旧市街地とし、1996 年以降新しく都市化された地域を含まない。
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・日本からの大規模投入を前提とせず、市、ディストリクト担当者の通常活動を強化する範

囲にとどめる。

・機材は短期専門家携行機材の範囲とする。

・専属の長期専門家を置かず、他のサブプロジェクトと兼任のマネージメント支援で対処。

その他、必要に応じて短期専門家派遣で対処する。

・現状分析並びにモニター・評価は、関係パートナーを含む第三者に大幅に委託する。

・住民参加については、市、ディストリクト担当者と協議のうえ、可能な限り現地 NGO や

CBO を通じて支援する。

５－４　ザンジバルでのマラリア対策の現状と協力の方向性

　今般の調査では、ザンジバル・マラリア対策プログラム（ZMCP）の現状、対策実施能力、評

価・モニタリング実施能力について調査を行った。ZMCP からは、最近ザンジバルでも SP 合剤

耐性マラリアが増加したため、２剤併用療法を開始した。耐性増加の理由としては本土と同様、

熱性疾患患者に対して検査を行わずに抗マラリア薬を投与する傾向が強いためと説明があった。

ZMCPとカロリンスカ大学の共同調査の結果、検査未実施の熱性疾患患者200人が抗マラリア治

療薬を投与され、そのうち 10 人が真性のマラリア患者（陽性率５％）であったとの報告があっ

た。ZMCPではこのような状況を打開するため、迅速かつ正確な検査法の導入により、抗マラリ

ア薬の不適切な投薬を減らすことを目標としている。ザンジバルは2003年にGFATMからの支援

承認を受け（1,300 万米ドル／３年間）、マラリア対策のためのインフラ整備、人材育成、（２剤

併用療法のための）抗マラリア薬の購入を中心に、資金を活用している。

　JICAプロジェクトへは2002年に、ザンジバル、ペンバを合わせて10人の検査技師と看護師が

現地国内研修に参加した。しかしAO法対応顕微鏡が首都Stone Townのナジモジャ病院に１台供

与されただけであり、更に４～５台の供与が望まれている。2003年度供与予定のAO法対応顕微

鏡（25台）の中からザンジバルに対して数台の顕微鏡を供与し、稼働状況や治療への貢献などに

ついて評価・モニタリングを行うことは地理的にも容易であり、実施を検討するべきと考える。

　保健省をはじめとするマラリア対策関係機関では、マラリア検査の精度管理実施を検討中であ

る。実際に精度管理が行われれば、マラリア診断の質的向上に役立つであろう。

５－５　橋本イニシアティブにおけるケニア中央医学研究所、ESACIPACとの連携

　国際寄生虫対策東南アフリカセンター（ESACIPAC）へ派遣中の天野チーフアドバイザーより、

次期プロジェクトへの連携の可能性として、以下の点が報告された。
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５－５－１　本プロジェクトに ESACIPAC の活動を通じて協力できること

（1）マラリア研修で AO 法を加える

　現在ESACIPACの研修で、直接マラリアの研修ができる状況にはないが、今後分野別の

研修コースの開設が求められることが予想される。その際に、AO 法を加えることは可能

である。しかし、それに先立ち、タンザニアでのデータが整理され、何が利点であるかを

明確に説明できるようにしておくことが前提条件である。

（2）マラリア研修で都市マラリア対策としての衛生環境整備を加える

　都市マラリア対策としての衛生環境整備は、非常に関心をもてるところである。一般的

に、環境整備を開始するには膨大な資金を必要とするが、タンザニアの本プロジェクトは

既存の施設を利用し、その整備による環境整備であり、限られた資金内では非常に有効で

ある。ただ、そのために範囲も限定されその有効性を科学的に証明することはなかなか困

難かもしれないが、このようなデータが揃った段階では、研修への反映は大きな効果が期

待できる。

（3）マラリア対策プログラムの人材の養成に協力する

　タンザニア保健省内で、NMCP からの人材の派遣推薦があれば、可能である。

５－５－２　次期マラリア対策プロジェクトに対して、ESACIPAC で直接協力できること

（1）検査室レベルの向上のなかに、マラリアのみならず土壌伝播寄生虫などの項目が含ま

れるのであれば、ケニアからの講師派遣あるいはタンザニアの該当する人の紹介は可能と

思われる（human network の活用）。

（2）衛生環境整備事業を展開する場合に、その対策の基礎的な研究が必要な場合、昆虫学

者などの研究者を短期派遣することは可能かもしれない。

５－５－３　ESACIPAC ／ JICA プロジェクト（IPCP）として、次期プログラムに求めること

　我々が ESACIPAC のプロジェクトを運営するにあたって、世界保健機関（WHO）や世界銀

行などの国際機関やドナー団体との協調が何よりも大切であると考え、そのための会議も開催

している。そのような席上で、橋本イニシアティブは日本の海外での寄生虫対策協力の窓口と

しての役割を果たしているものとして考えられている。

　そのため、それぞれの地域での日本の動向（JICA に限定したことではないが）を CIPACs

（CIPAC：Centre of International Parasite Control）が把握していることが海外ドナーより期待
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されている実情をご理解頂き、協力をお願いしたい。しかし現状は、かなり隔たった状況にあ

るといわざるを得ない。

　もちろん、寄生虫分野といえども広範囲に及ぶため、我々 CIPACs のみで対応しきれないこ

とは自明である。しかし、情報の交換は必須であり、それによりプロジェクトへの協力も可能

になるものと考える。

５－６　ESACIPAC からの調査結果報告

　ESACIPAC所長ムワンダウィロ博士より、次期プロジェクトへの連携の可能性として、以下の

点が報告された。

Introduction

Two Officers from the Eastern and Southern Africa Centre of International Parasite Control

(ESACIPAC), Professor Teruaki Amano (Chief Advisor, ESACIPAC/JICA Project) and Dr. Charles

Mwandawiro (Director, ESACIPAC) joined the preparatory study team for early malaria diagnosis

from Japan comprising Dr. Yoichi Yamagata, Dr. Hiroshi Takahashi and Mr. Hisahiro Ishijima, on

a fact-finding tour of Dar-es-Salaam and Tanga.  This was in relation to the proposed project on

'malaria case management training and control of malaria breeding sites in urban centres',

the proposal for which has been submitted by the Ministry of Health of the United Republic of

Tanzania.

In Dar-es-Salaam, we visited the Embassy of Japan, the JICA Office, WHO Office, Ministry of

Health Headquarters, National Institute of Medical Research (NIMR) and the National Malaria

Control Programme Office. While in Tanga we visited the Vector Control Training Centre, the

NIMR Centre in Muhenza, various health facilities in Tanga, Galanos Secondary School, and

attended the 19th Annual Scientific Conference and General Meeting of the Medical and Laboratory

Scientists Association of Tanzania (MelSAT) at Mkonge Hotel, whose theme was 'early laboratory

diagnosis of malaria is the challenge of the district'

Throughout the various offices we visited, the study team from Japan explained the proposed project

activities as outlined in the Ministry Proposal. This project proposal seeks to cover the following

aspects of malaria control:

1. Early diagnosis, prompt and correct treatment through capacity building of health providers

involved in the care of malaria patients, including microscopic diagnosis in all peripheral
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health clinics.

2. To undertake a health system research and development to sustain and scale-up the use of

Acridine Orange (AO) method of malaria diagnosis as an alternative diagnostic tool that is

reliable, accurate, cheap and fast.

3. Environmental management (management of drains and land reclamation) for urban mosquito

control

4. Operational research to identify the problems related to the use of the AO method in the

district and regional hospitals.

Three sub-projects are outlined in the proposal as follows:

a) Improve the quality of nursing care of malaria and other common severe childhood illnesses

b) Promote the AO method in hospitals and scale it up to the peripheral health facilities,

particularly health centres

c) Reduce mosquito breeding sites in urban centres

A lot of discussion took place in all the offices we visited and a frank exchange of views and

experiences occurred at the MelSAT conference, particularly on the use of the AO method and its

merits and demerits. A questionnaire was dispatched to receive more information on the use of AO

from the technologists attending, who included some of the 400 previously trained on its use.

Visits to the health facilities in Tanga were meant to look at the laboratory conditions and see how

or whether AO is in use. At Galanos we were shown the drains that were cleared by students in the

previous phase of the project to discourage mosquito breeding.

Observations:

Following this extensive tour, we wish to make the following observations:

・The term 'early malaria diagnosis' is not clearly explained in the proposal or by the presenters

at the conference. Early diagnosis means detecting an infection before the parasitaemia is

large enough to present serious symptoms to the victim. In our opinion, the AO method is a

rapid, prompt technique. It cannot be for early diagnosis since literature shows that its

sensitivity decreases with lower parasite densities. The term should be used very carefully to

avoid misinformation.

・Promotion of the AO method can achieve better results if the clinicians (doctors, clinical officers

etc) who make the diagnostic requests are also involved. Promoting it with only technologists
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and technicians without the officers who make prescriptions before laboratory results are out,

and who authorize the purchase of the AO requirements (including microscope parts) is

inadequate.

・The AO method has a good potential of expanding as long as the obstacles to its use, particularly

in the peripheral health facilities, such as luck of electricity, maintenance of microscopes,

provision of reagents etc. are seriously addressed. 'Who will be responsible for what' should

be known right from the beginning.

・Operational research on the AO method does not state what factors will be assessed or

monitored. Is it the number of trainees, the number of slides examined using the method per

duration of time, the number of facilities using the method and the rate of using it or what?

This method (AO) should be given another try.

・Environmental management for mosquito control is not always an attractive option due to

cost. The proposal should indicate how the method will be made cost-effective and what role

the community is expected to play. It should also be explained what entomological parameters

will be measured, in baseline survey and subsequently (post-intervention), to provide evidence

that environmental management reduces the threat of malaria. Environmental management

efforts should be focused in order to produce the desired impact. It is worth trying if a well-

designed study can be developed. It should be tried on a small scale.

・The Ministry proposal only offers guidelines. We expect that detailed proposals on the three

sub-projects will be developed outlining the methodology, monitoring procedures, time frame

for the activities and budget before the actual work commences.

Potential areas of collaboration with ESACIPAC

ESACIPAC is a Centre established to coordinate parasite control activities in the region and

undertake capacity building (human resource development) through training and operational

research. There is a network of contact persons in all the 8 countries (Kenya, Uganda, Tanzania,

Zanzibar, Malawi, Zambia, Zimbabwe and Botswana) and the Centre provides a forum of

communication and experience-sharing among officers working on parasite control in these

countries. Although the Centre addresses malaria, filariasis, schistosomiasis and soil-transmitted

helminths (STH), we have decided to make the last two the entry-point diseases to be tackled

through the school-based approach.

Since this malaria project is in one of the ESACIPAC member countries and it is on one of our
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target diseases, ESACIPAC is interested in the project particularly with regard to how it will be

run and the results it will produce. Potential areas of ESACIPAC's collaboration/interaction with

this project are:

1. If the AO method is shown to be acceptable and popular as a rapid diagnostic tool for malaria

in Tanzanian health facilities, ESACIPAC will help promote it to the other 7 members of the

Centre. It should be given a try following a carefully designed study that gives the users the

freedom to use it, criticize it and improve on the limitations related to it. We could invite

some officers on this project to our training sessions to make presentations on their findings

on AO to our trainees.

2. We have established a working relationship with WHO/AFRO in which we will collaborate in

our training activities, including the WHO initiated Integrated Vector Management (IVM)

courses. This project can indirectly collaborate with ESACIPAC by working within the IVM

framework in Tanzania in its environmental management sub-project. They could develop a

joint proposal or carry out joint environmental manipulation activities if possible.

3. The proposal for this project can include elements of health education on malaria in schools,

particularly if environmental activities will be done by school children. In this way, we can

develop health education materials and teaching aids on malaria together. Tanzania has a well-

established school-health programme (Dr. Nyandindi who has good links with ESACIPAC),

which could collaborate with this project.

We believe that with good design, useful lessons can be learnt from this project that can be of

benefit to other countries in the region covered by ESACIPAC. The project should be supported

and allowed to take off. Close contacts between this project and ESACIPAC Secretariat in Nairobi

should therefore be maintained.
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第６章　団長所感　

　タンザニアにおけるマラリア対策への日本の協力は、1988年より途絶えることなく実施されて

おり、今日まで先方政府からは高い評価と強い期待が寄せられている。前フェーズでは国内研修

にとどまっていた活動内容を、次フェーズでは再び技術協力プロジェクトとして技術協力を実施

することが検討されている。

　過去15年間の実績には、環境衛生、感染予防、早期診断、及び適正看護など、様々な分野での

技術協力が含まれている。同時にこの期間は、世界のマラリア対策でDDTの残留噴霧によるマラ

リア撲滅計画が実現困難と分かり、それに代わる有効な公衆衛生活動が模索されてきた。そうい

う意味で、タンザニアにおける日本のマラリア対策への技術協力の歴史は、その縮図の態をなし

ている。この間の実績と教訓は包括的にまとめられていないため、これからの技術協力のために

至急実現する必要がある。

　今日ではRoll Back Malaria戦略の下、より現実的な方策が実施されている。これらの多くは、

実地のoperational researchあるいはmanagement scienceによって、科学的な根拠を基に進められ

ているのが、15 年前と は大きく異なる。今回の事前調査では、適正看護、早期診断、環境衛生

の各活動について、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）によってしっかりとモニター・

評価できるように段取りを整えた。また、科学的な評価をプロジェクトのなかできちんと取りま

とめられるよう心がけた。

　近年、世界エイズ・結核・マラリア対策基金（GFATM）の投入で、マラリア対策への財源は

以前より潤沢となっている。一方で、疾病対策面でより深刻な公衆衛生上の問題となっている

AIDS 対策に多くの人材と資材が取られ、マラリア対策への人的・物的な投入が疎かになってい

る傾向が散見される。環境衛生対策など比較的大きな介入を必要とする技術協力には、JICAの過

去の実績が国際ドナー間で利用されている。これら機関とのフィールドレベルによる連携が、こ

れからのマラリア対策には欠かせないことを強調したい。

　日本政府は世界的なマラリア対策に関して、1998年に提案された「橋本イニシアティブ」と、

2000年に発表された「沖縄感染症イニシアティブ」 を戦略的な拠り所としている。今回の調査団

には、国際寄生虫対策東南アフリカセンター（ESACIPAC）よりムワンダウィロ所長と天野チー

フアドバイザーに、ケニアより参加頂いた。ムワンダウィロ所長からは本プロジェクトへの支持

と、ESACIPAC対象国へのプロジェクト成果の拡大を念頭に置いた協力推進が表明された。天野

チーフアドバイザーからは、特にAO法のこれからの普及と連携について、具体的に留意点が示

された。これらを今後の計画づくりに生かしながら、タンザニアにおける技術協力を引き続き進

めていくべきであろう。
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第１章　調査概要

１－１　調査目的

　第１次事前評価調査において、タンザニア連合共和国（以下、「タンザニア」と記す）のマラ

リア対策プログラムを支援するために地域的な寄生虫対策を考慮し、どのような協力方法が適切

か、要請が適切であるかを中心に調査した。第２次調査では具体的な協力の内容、実施体制につ

いて先方政府と協議し、プロジェクト開始に必要な情報収集、書類の作成〔プロジェクト・デザ

イン・マトリックス（PDM）、プロジェクトドキュメントほか〕を主たる目的として調査団を派

遣した。

１－２　調査団構成

１－３　調査行程

　2004 年２月７日から３月４日まで、ダルエスサラームを中心に第２次事前評価調査を実施し

た。詳細は下記のとおりである。

１

２

団員氏名

山形　洋一

Dr. Yoichi Yamagata

金森　将吾

Mr. Shogo Kanamori

担当業務

総　括

Leader

計画分析

Project Planning

所　属　先

国際協力機構国際協力総合研修所

国際協力専門員

Senior Advisor, Institute For

International Cooperation (IFIC),

Japan International Cooperation

Agency (JICA)

アイ・シーネット株式会社　

コンサルティング部

Health Sector Consultant, Consulting

Dept., IC Net Limited.

派遣機関

Feb.14 - Feb.28

Feb.7 - Mar.4
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Day

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

Date

2004/02/07（Sat）

2004/02/08（Sun）

2004/02/09（Mon）

2004/02/10（Tue）

2004/02/11（Wed）

2004/02/12（Thu）

2004/02/13（Fri）

2004/02/14（Sat）

2004/02/15（Sun）

2004/02/16（Mon）

2004/02/17（Tue）

2004/02/18（Wed）

2004/02/19（Thu）

2004/02/20（Fri）

2004/02/21（Sat）

2004/02/22（Sun）

2004/02/23（Mon）

2004/02/24（Tue）

2004/02/25（Wed）

2004/02/26（Thu）

2004/02/27（Fri）

2004/02/28（Sat）

2004/02/29（Sun）

2004/03/01（Mon）

2004/03/02（Tue）

2004/03/03（Wed）

2004/03/04（Thu）

Itenerary

移動　成田⇒アムステルダム

KL 862　11:00 － 15:05

移動　アムステルダム⇒ダルエスサラーム

KL 862　10:55 － 15:05

JICAタンザニア事務所協議

保健省政策・計画局、国家マラリア対策プログラム

（NMCP）、環境衛生担当官との協議

ダルエスサラーム市マラリア対策関係者との協議

マラリア対策関係ドナー〔世界保健機関（WHO）、ス

イス熱帯研究所（STI）ほか〕との協議

プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）

ワークショップの準備、保健省との打合せ

PCMワークショップの準備

総括　ダルエスサラーム着（KL 571　23:25着）

PCMワークショップの準備、団内打合せ

PCMワークショップの準備、JICAタンザニア事務所

との協議

PCMワークショップ開催

PCMワークショップ開催

PCMワークショップ開催

PCMワークショップ開催

PCMワークショップ取りまとめ、PDM作成

フィールド調査

フィールド調査

ミニッツ締結（JICAタンザニア事務所、タンザニア

保健省）

フィールド調査

総括　離タンザニア（TC7936 DAR 7:30－NBO 8:40）

フィールド調査

フィールド調査

フィールド調査

総括　帰国　KL 861 NRT 9:20（+1）着

フィールド調査

フィールド調査

JICAタンザニア事務所報告

移動　KL 571 DAR 0:30－AMS 8:20

　　　KL 861 AMS 14:10－NRT 9:20（+1）

成田　9:20着　

Sojourn

Amsterdam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Plane

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Dar es Salaam

Plane



－ 27 －

１－４　主要面談者

Name

Mr. Fabian J. Magoma

Dr. Agoipr J. Mgama

Mrs. Fatuna T. Maduhu

Mr. Ally, J. R.

Mr. Abdul M. Mwanja

Dr. M. W. Marero

Dr. Gerry Killeen

Mr. Michael G. Kiama

Dr. Elizeus Kahigwa

Mr. Samuel A.

Bubegwa

Mr. John Byarugaba

Dr. Bushiri S. Tamin

Mr. Fred Munema

Dr. Alex Mwita

Mr. Makono Andrew

Mrs. Ritha J. A. Njau

Dr. Renata Mandike

Dr. Deo M. Mtasiwa

Dr. Marcia Cacoas de

Castro

Mr. Mwinyi I. Msellem

Mr. Haji Khatib Fakih

Mr. S. Mrina

Mr. David Whiting

Mr. Hassan Petrobas

Dr. Dafrosa C. Lyimo

Dr. Felista Kwai

Title, Organization

Head, Environmental Health and Sanitation Section

(Principal Health Officer), MOH

Health Planner, Ilala Municipal Office of Health, DSM

Senior Health Office/Acting Malaria Control Coordinator,

Ilala Municipal Office of Health, DSM

Director of Customer Sales & Services, Medical Stores

Department

Quality Assurance Officer, Medical Stores Department

Public Health Specialist, MOH-NMCP

City Malaria Research Coordinator, City Medical Office of

Health/Ifakara Health Research and Development Center/

STI

City Malaria Control Coordinator, Ilala Municipal Council/

Urban Malaria Control Project - DSM

National Program Officer - Malaria, WHO

Municipal Waste Management Officer, Ilala Municipal

Council

Head of Lab-hospital Equipment Workshop, Muhimbili

National Hospital

Manager of SPL, Pediatric Department, Muhimbili National

Hospital

Managing Director, Omjaga Environmental Services Co. Ltd.

Program Manager, NMCP

Health Officer, NMCP

National Officer - Malaria, WHO

Deputy Manager, NMCP

City Medical Officer of Health, DSM City Council

Research Associate, Princeton University

Health Laboratory Scientific Officer, Zanzibar Malaria

Control Programme

Health Laboratory Scientific Officer, Zanzibar Malaria

Control Programme (Pemba Office)

Health Laboratory Technologist of Registrar - Private

Laboratories, Diagnostic Department, MOH

Data Manager, Department of Medicine, University of

Newcastle Upon Tyne

Laboratory Technologist, Amana Hospital, Ilala Municipal

Council

Medical Officer Incharge, Amana Hospital, Ilala Municipal

Council

Medical Officer Incharge, Mnazi Mmoja Health Center,

Ilala Municipal Council

Contact

Mobile：0744-277341

Mobile：0744-545836

Mobile：0744-841197

Mobile：0748-347451

E-mail：jally@msd.or.tz

Mobile：0744-284142

E-mail：amwanja@msd.or.tz

Mobile：0741-492950

Mobile：0748-477118

E-mail：

gkilleen@ifakara.mimcdm.net

Mobile：0744-478265

Mobile：0744-481965

E-mail：ekahigwa@who.or.tz

Mobile：0744-363627

E-mail：

bubergwasam@hotmail.com

Mobile：0741-297626

Mobile：0741-339713

Mobile：0744-295323

Mobile：0744-474346

E-mail：mmwinyi@hotmail.com

Mobile：0744-596856

Tel：022-2153388

E-mail：dave@ammp.or.tz

Mobile：0744-565568

E-mail：dafrossa27@hotmail.com
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１－５　調査方法

（1）国際ドナーや国連機関のタンザニアにおけるマラリア対策への支援を調査し、我が国の協

力の方向性を、現地 JICA 事務所を含めて先方政府と協議する。

（2）参加型プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップを開催し、プロ

ジェクト実施に係る問題分析、目的分析ほかを行い、次期プロジェクトの基本となるプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を作成する。

（3）タンザニアのプロジェクト実施体制を確認する。
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第２章　調査結果

２－１　関係者からの情報

　政府関係者やドナー関係者、医療従事者などを中心に聞き取り調査を実施し、プロジェクト実

施計画作成に必要な情報を得た。聞き取り調査の議事録を付属資料１．として添付した。

２－２　国際ドナーや国連機関によるマラリア対策の動向

　保健省では、ドナーやその他の機関の支援に関する情報が一元管理されていない。そのため、

この調査では、関連資料から抽出した情報と関係者からの聞き取り結果を集約し、国際ドナーや

国連機関によるマラリア対策への支援状況をまとめた。

　保健セクター改革の流れから、ドナーの拠出先はコモンバスケットに移行する傾向にあり、現

在マラリア対策に限定して協力を進めているドナーは多くない。現在コモンバスケットに拠出し

ているドナーは英国、オランダ、デンマーク、アイルランド、スイス、ドイツ（英国は最近財政

支援に移行）の６か国である。国家マラリア対策（NMCP）にはコモンバスケットファンドから

110 万米ドル（2003 年６月～ 2004 年６月、給与分は除く）の経常予算が割り当てられている。

　マラリア対策へのプロジェクト型支援に関しては、ほとんどのドナー・NGOが蚊帳の普及に焦

点を置いている。現在実施されている蚊帳の普及に関する主なプロジェクトは以下のとおりである。

・世界エイズ・結核・マラリア対策基金（GFATM）：タンザニア本土を対象としたプロジェ

クトが、2003 年に承認された（拠出額は５年間で 1,980 万米ドル、最初の２年間で 1,200 万

米ドル）。妊婦にクーポンを配って蚊帳を普及させ、特に妊婦や乳児をマラリアから守ること

を目的としている。NMCPのプログラムマネージャー（ムイタ博士）がプロジェクトマネー

ジャーを兼任。

・国連児童基金（UNICEF）：GFATM を利用したプロジェクトの前段階として、2003 年４月

にキロサとキバハでクーポンによる蚊帳の普及のパイロットプロジェクトを実施。

・スイス政府（SDC）：NMCP 内への蚊帳普及部門（ITN Cell）設置の支援。

・英国（DfID）とオランダ大使館：SMARTNET（Strategic Social Marketing for expanding the

Commercial Market of ITNs in Tanzania）Project の実施。プロジェクトは蚊帳のソーシャル

マーケティングを目的としている。

　その他、CARE、World Vision、AMREF、PSI、Plan International、IHRDC、Africare、IRC な

どのNGOが蚊帳の普及に関連した活動を実施している。国家マラリア対策中期戦略の中間評価

報告書（2003年）１では、蚊帳の普及に関する活動は国内で十分に展開されており、現在のところ

１“MTSP2002-2007 Implementation and Achievements 2003”, NMCP, Tanzania
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資金の不足はないと報告している。

　蚊帳の普及以外の分野へのドナーの拠出は現在のところ非常に限られている。ザンジバルでは、

グローバルファンドがマラリア治療薬のガイドライン支援と治療薬の供与を行っている（拠出額

は５年間で120万米ドル、最初の２年間で78万米ドル）。ダルエスサラームを対象とした都市マ

ラリア対策プロジェクト（UMCP）には、STIとビル・メリンダ・ゲーツ財団が拠出している。ま

た、国家マラリア対策中期戦略2002-2007のモニタリングを強化するために、イタリア政府が技

術支援を行っており、NMCP にアドバイザーを配属している。世界保健機関（WHO）に関して

は、ロールバックマラリア事務所が国内のマラリア対策全般を支援している。

２－３　PCMワークショップ

　2004 年２月 17 日から２月 20 日にかけて、現地関係者の参加による PCM ワークショップを実

施した。ワークショップは「看護・治療」、「顕微鏡診断」、「環境マネージメント」のテーマで、

３つのグループを対象として以下の要領で実施した。

　それぞれのテーマでワークショップを通して明らかになった問題点、必要とされる対策につい

て、特筆すべき点を以下にまとめた。ワークショップの詳細については、付属資料２．を参照の

こと。

（1）看護・治療

・不適切なマラリア治療薬の使用により、患者が適切に治療されない。薬を処方する医療従

事者を対象としたマラリア治療薬の新しいガイドラインの研修が必要。農村部では、看護

師が薬を処方する場合も多いため、研修の対象として含める必要がある。

日　程

参加者数

中心問題

　　問題分析

　　目的分析

　　
アプローチの

　　選択

　　
　　PDM作成

２月17日

７人

“Malaria patients are not
properly treated.”

（マラリア患者が適切に治療さ
れない）

参加型で実施

な　し

な　し

参加型で実施

２月18～ 19日

13人

“Conventional laboratory
diagnosis of malaria takes time.”

（現行の顕微鏡診断によるマラ
リア検査は時間がかかる）

参加型で実施

参加型で実施

モデレーター主導。選択され
たそれぞれのアプローチにつ
いて参加型で議論。

参加型で実施

２月20日

９人

“There are many Anopheles
mosquitoes in urban centers.”

（都市部に多くのハマダラカが
生息する）

参加型で実施

参加型で実施

モデレーター主導。選択され
たそれぞれのアプローチにつ
いて参加型で議論。

な　し

手
　
　
法

看護・治療 顕微鏡診断 環境マネージメント
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・重篤マラリアの治療についての知識が不十分であり、患者が適切に治療されない。研修に

加え、県病院より下のレベルの医療施設への巡回指導を強化する必要がある。

・看護師が患者に対して不適切な態度や言葉を使うことがあり、そのためマラリア患者が医

療施設を利用しなくなるという問題がある。看護師の意識向上についても研修に加える必

要がある。

（2）顕微鏡診断

・熱性疾患の顕微鏡診断に時間がかかるため、結果を待たずにマラリア治療薬を処方してし

まう例が多い。マラリアの治療薬の無駄使いによる経済的な負担は、保健セクターの限られ

た資源を更に圧迫する。ザンジバルでは治療薬不足に陥っており、事態は更に深刻である。

・診断に時間がかかるため、患者が医療施設を利用するのを躊躇し、その結果、自分の間違っ

た知識で治療してしまう。

・ギムザ法は時間がかかる方法であるため、特に混雑している医療施設では AO 法を採用す

ることが望まれる。

・顕微鏡の故障、消耗品の不足、電気の供給不足が理由で、効率よく顕微鏡診断を行えない

場合がある。こうした問題に対処するには、顕微鏡修理や消耗品供給の体制を確立する必

要がある。電気の供給が不十分な施設には、代替の方法（ソーラーパネルなど）を検討す

る必要がある。

（3）環境マネージメント

・ハマダラカ棲息地は様々な要因で発生する。サツマイモなどの作物の栽培や建設地の窪み

にたまった水などもその一因となる。問題の解決には、保健セクターだけでなく、他のセ

クター（農業セクターや建設セクター）も交えた話し合いが必要である。

・ダルエスサラームにはマラリア対策用排水溝が存在するが、ゴミなどで詰まっており、機

能していないものも多く、清掃が必要である。既存の排水溝は老朽化していたり、設計が

適切でないものがあり、それらのリハビリテーションが必要である。

・ハマダラカ棲息地への殺虫剤散布も、マラリア排水溝の整備と並んで効果的な方法である。

２－４　タンザニア側との協議

　2004年２月24日に調査団と保健省が協議を行い、調査団が作成したプロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）の内容とその他プロジェクトに関連する事項を確認したうえで、山形団長

とウプンダ氏（保健省長官代理）が調査団議事録に署名した（付属資料９．）。
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　実施方針、実施体制について、留意すべき点を以下に示した。

・ダルエスサラームの３県を対象とする。３県のなかでマラリア排水溝の清掃、コミュニ

ティー活動を実施する区については、プロジェクトが始まってから決定する。

・ダルエスサラーム市のハマダラカ棲息地の環境マネージメントについては、スイス熱帯

研究所（STI）の都市マラリア対策プロジェクト（UMCP）と連携して進める。UMCP の

データ収集と合わせた形で本プロジェクトが清掃を進め、その効果を相乗化する。

・ダルエスサラーム市の保健行政事務所が、活動全体を統括する。マラリア排水溝とコ

ミュニティーでの教育については、各県の保健局と廃棄物管理局が主導する。各コミュニ

ティーでの実際の活動については、現地NGOや各区の行政事務所と連携して進める。

・マラリア対策の一環として進められる活動であるが、予算配分の構造上、実際の活動は

保健局ではなく廃棄物管理局が監督することになる。そのため、関係者がマラリア対策

としての目標を見失わないように配慮する必要がある。
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第４章　総括所感

　第２次事前調査の眼目はプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップに

あった。正味４日で３つのサブプロジェクトを議論したため、それぞれについてフルコース実施

することはできなかったが、保健省だけでなく地方自治体（ダルエスサラーム市）職員、Medical

Store Department（MSD）、民間業者、研究機関などから成る多様な参加者が、積極的かつ協力的

に参加した。その結果、既に第１次事前調査で作成したプロジェクト・デザイン・マトリックス

（PDM）に近い内容で合意されたことは、立場の異なる参加者の間での問題意識が共有された結

果だと思われる。合意形成のためのワークショップとして成功したといえる。

　本プロジェクトの名称がIntegrated Malaria Controlとなっているのは、基本的に独立した３つ

のサブプロジェクトを統合したからで、プロジェクト自体は自己完結的なものではない。タンザ

ニアのマラリア戦略に基づいた国家プログラムの一部分をモザイク状に補填する形となった。こ

のような協力要請がタンザニア側から提示されたことは、1988年以来長期にわたるJICAのマラ

リア分野における技術協力が、タンザニアの事情を考慮した適正なものであり、広い支持と理解

を得てきたからだと考える。

　本プロジェクトは参加型で計画されただけでなく、今後の実施やモニタリングも参加型で行わ

れることになる。単にプロジェクトの進捗をモニターするだけでなく、周辺の仕組み（機材保守、

消耗品調達、現任研修制度、地域保健行政、衛生環境行政など）を広く調査し、必要なアクショ

ンをとりつつ、その成果・インパクトをできる限り定量的に把握することをめざす。特にAO法

に関して、マラリア診療サービスにいかなる変化をもたらすかについて、事実に基づいた説得が

必要となっている。

　近年マラリア対策は援助の本流になってきたが、Insecticide Treated Net（ITN） 一色の観がな

くもない。タンザニアは貧困削減に向けて保健行政の地方分権が本格化している。このような環

境にあって本プロジェクトが開発パートナーから孤立しないためには、日常的に幅広い交流が必

要となろう。他のパートナーが集中するITNとは一線を画し、適正診療システムの開発と、その

有用性の検証に徹するべきだろう。プロジェクト実施にあたっては技術協力プロジェクトの柔軟

性を駆使した創造的なアプローチを期待する。
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１．第２次調査団聞き取り調査の議事録

マラリア早期診断強化計画第二次事前評価調査

保健省（MOH）との協議

今回の調査に関して：

・（今回の調査の目的とスケジュールをマゴマ氏に伝えた。）２月24日の午後にプロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）ドラフトの協議、３月２日に署名ということで特に問題な

い。ただし、２月 15 日から 29 日まで不在のため、24 日の協議は代理を送る。

プロジェクトの内容について：

・AO 法の部分に関しては、① In-Country Training Course（ICTC）は全国展開、②いくつかの

県ではヘルスセンター（HC）レベルに顕微鏡を供与し、対象県全体の修理や消耗品供給の体

制を整備する－といった形でよいのではないか。対象となる県については、ダルエスサラー

ム、ザンジバルのほかに① Tanga Rural、②キバハ、③モロゴロ Urban を候補としてあげた

い。①と②については、マラリアが多く、ダルエスサラームからモニタリングが可能という

理由から。③については、マラリアはそれほど多くないが、ダルエスサラームから離れてい

る割にはアクセスが容易であること、地方のUrban Areaということから候補としてあげる。

・民間の施設でも AO 法を始めたいという施設があり、できれば研修の対象にしたい。ただ、

JICA のプロジェクトで民間を対象にする（つまり費用を負担する）のが問題であれば、民間

からの参加者は自費ということも、ひとつのオプションとして可能ではないか。

・看護研修の部分に関しては、あまりよく知らないので、国家マラリア対策プログラム

（NMCP）の Marero 氏と話し合ってほしい。

・都市マラリアについては、最も重要なコンポーネントであり、この部分に力を入れてほし

い。①パンフレットの配布などによる市民の教育、②マラリア排水溝の掃除と修理－という

内容を考えている。排水溝の掃除については、プロジェクトに関連する範囲内で“waste

日　時 2004年２月10日　10:15～ 11:15

場　所 タンザニア保健省マゴマ氏のオフィス

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Fabian J. Magoma

地位／所属

Head, Environmental Health and Sanitation

Section (Principal Health Officer), MOH

連絡先

Mobile：0744-277341
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management”も入れてほしい。

・都市マラリアの対象地区としては、ダルエスサラーム全体を対象とすべきである。イララ地

区だけでは不十分。（この点については持ち帰り検討とする旨を伝えた。）

・都市マラリアの活動にはローカル NGO の協力が不可欠である。都市マラリアの活動をして

いるNGOはたくさんあるが、具体的には知らない（これは DSMのオフィスで確認する必要

あり）。

・ザンジバルを対象に入れることについては全く問題ない。むしろ、ザンジバルを入れること

は MUST である。

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

イララ地区保健事務所との協議

今回の調査に関して：

・（今回の調査の目的とスケジュールを伝えた。）２月 17 日～ 20 日のワークショップについ

ては、まだ招待状は受け取っていないが是非参加したい。

プロジェクトについて：

・（プロジェクトの３つのコンポーネントについて説明した。）イララ地区が対象となった場

合には協力できる。

・都市マラリアの指標としては、蚊の生息地の数だけでなく、蚊の密度を測定するのがよいの

ではないか。機材があれば、測定は可能。

・スイス熱帯研究所（STI）の活動については、よく知らない。

・同地域でマラリア対策の活動をしている NGO としては CARE がある。ただ、CARE の活動

は主に Insecticide Treated Net（ITN）と Health Seeking Behavior であり、22 地区のうち

２地区での活動に限られている。環境マネージメントの活動をしている NGO についてはよ

く知らない。環境マネージメントに関するNGOは、Waste Management Department（これは

Ilala Municipal Officeの中の１つのDepartmentで、HealthのDepartmentとは別）のMr. Samual

（Sawage Management Officer）に聞いたら分かるのではないか。

・イララ地区を対象として HC まで AO 顕微鏡を導入し、消耗品の供給や顕微鏡の修理の体制

を整備するという活動については良いと思う。

・イララ地区保健事務所でプロジェクトにかかわるのは、以下の方々と想定される。

－プロジェクト全体：Mr. Michael Kiama (Head of Planning Services Section)

－都市マラリア：Mr. Michael Kiama, Mrs. Fatuna Maduhu (Acting Malaria Control Coordinator),

日　時 2004年２月11日　11:15～ 12:30

場　所 イララ地区保健事務所

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Agoipr J. Mgama

Mrs. Fatuna T. Maduhu

地位／所属

Health Planner, Ilala Municipal Office of

Health, DSM

Senior Health Office/Acting Malaria Control

Coordinator, Ilala Municipal Office of Health,

DSM

連絡先

Mobile：0744-545836

Mobile：0744-841197
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Mr. Samuel (Sawage Management Officer, Waste Management Department)

－ AO 法：Mr. Thomas Mshana (District Laboratory Technologist)

－看護：Ms. Frida Lucas (Nurse in Charge; IPD/OPD)

（イララ地区保健事務所の組織図を入手した。）

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

NMCP マレロ氏との協議

プロジェクトのスコープについて：

・タンザニア側からのプロジェクトプロポーザルは基本的にマレロ氏が書いたので、内容につ

いては非常によく理解している。

・（４つの県をモニタリングの対象とするという提案に対して）４県というのはプロジェクト

の効果を期待するうえでは少なすぎる。全国で 120 県あるので、せめてその 10％の 12 県く

らいを対象にすべき。２つの州（10県ほど）とダルエスサラーム１県、ザンジバル１県とい

うのが妥当ではないか。モニタリングの制約を考えて、モロゴロ州、タンガ州、コースト州

あたりを対象にするのが良いのではないか。ただ、コースト州については、雨期にはアクセ

スできなくなる地域があることを留意しなければならない。

・モニタリングについては、スポット的に少数の県を対象にするのではなく、州全体を対象に

することにより、Regional Medical Officer（RMO）の協力を得ることができる。RMO が会

議に出て AO 法のプレゼンを自分でするということが実現すれば、結構な Advocacy になる

と思われる。

・看護研修のCascadeについては前フェーズではうまくいかなかった。これは県レベルでの予

算に上限があること、また予算を割り当ててもほかの事に使われてしまうこと、が原因。

・次のプロジェクトでは、District Trainers of Trainers（DTOT）というのを各県で２人くらい

任命して、その人たちが Cascade を促進するというのが良いのではないか。ただ、その場合

はもちろん余分な予算が必要になるので、工夫が必要。

・プロジェクトで研修の対象とすべき看護師は、①Nurses in children ward、②Nurses in female

ward、③ Nurses in medical ward といったところ。３年間で 300 人くらいを対象にするのが

現実的。

・看護師の研修については、米国国際開発庁（USAID）が 2003 年からアルーシャ、マニャラ、

イリンガを対象に実施している。規模はアルーシャとマニャラで550人、イリンガで450人。

内容は、主に Pregnancy を対象とした Care について。

日　時 2004年２月12日　8:40～ 10:00

場　所 NMCP

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. M. W. Marero

地位／所属

Public Health Specialist, MOH-NMCP

連絡先

Mobile：0741-492950
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・都市マラリアについては、イララだけを対象にするのは好ましくない。タンザニアのほかの

都市も含めるか、せめてダルエスサラームの３県すべてを対象にするべきである。イララ地

区政府はお金に固執するところがあり、あまり良い印象はない。

（マレロ氏は２月９日から３月 14 日まで不在とのこと。）

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

世界保健機関（WHO）との協議

得られた情報：

・JICA のマラリア対策プロジェクトには WHO もできる限り協力していきたい。

・2003年６月に都市マラリアのセミナーがあり、環境マネージメントも多少取り扱ったが、メ

インのトピックではなかった。

・WHO の今年度の予算割りは既に決まっている。National Malaria Strategic Plan に従って、

Case Management、Vector Control、Malaria in Pregnancy、Epidemic Control のそれぞれに

予算を配分している。ただ、環境マネージメントについては、優先課題となっていないた

め、今年度は予算を組んでいない。この分野については、JICAのプロジェクトが始まっても

WHOが協力できることは限定的。この分野でJICAが成果をあげて、効果が証明できれば、

次年度以降は予算を入れて、JICA のプロジェクトとも協力していくことは可能である。

・一方で、診断と治療に関しては予算を入れているので、JICAのプロジェクトと協力して何か

をすることは十分可能である。

・環境マネージメントの分野のNGOはよく知らないが、NGOのなかではCAREが一番信頼で

きてキャパシティーも高いので、あたってみてはどうか。また、環境マネージメントについ

ては、タンザニア政府の Vice President Office が積極的に取り組んでいる。

以　上

日　時 2004年２月12日　10:45～ 11:30

場　所 WHO Tanzania

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Elizeus Kahigwa

地位／所属

National Program Officer - Malaria, WHO

連絡先

Mobile：0744-481965

E-mail：

ekahigwa@who.or.tz
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

Medical Store Department（MSD）との協議

供給の流れ：

１．保健省の各部署が毎年必要な量の医薬品や消耗品を MSD にリクエストし、相当分の資金を

振り込む。

２．それぞれの部署が Distribution List を MSD に送る。

３．Distribution List に従って MSD が地方への分配を始める。Zonal MSD を経由して、RMO、

District Medical Officer（DMO）、HC へと流れていく。

・Zonal MSD は現在は７つ。ムベヤ、イリンガ、モシ、タンガ、ムトワラ、タボラ、ムワンザ

にある。近い将来にダルエスサラームにもZonal MSDが作られ、コースト州とモロゴロ州を

管轄する予定。

・National AIDS Control Program（NACP）などは地方レベルで必要な試薬の量を本部が集約

し、実際のニーズに従って MSD に注文を出しているが、NMCP は本部が適当に見積もって

注文をしている（改善の必要はあるが、プロジェクトで対応するのは困難）。近い将来、オ

ンラインで注文できるようになれば、NMCPでも現場のニーズを反映した形での供給が可能

になる（かもしれない）。

AO 法の関連：

・AO 試薬については既にカタログに入っていて、注文があればいつでも供給が可能な状態。

・AO法用のハロゲン電球はカタログに入っていない。正確な型番と年間にどのくらい必要か

という正確な情報が分かればカタログに入れることは可能（これはプロジェクトが始まって

から対応すべき）。

・顕微鏡用のパーツについても同様、正確な型番と必要な頻度が分かればカタログに入れるこ

日　時 2004年２月12日　13:00～ 14:00

場　所 MSD本部

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Ally, J. R.

Mr. Abdul M. Mwanja

地位／所属

Director of Customer Sales & Services, Medical

Stores Department

Quality Assurance Officer, Medical Stores

Department

連絡先

Mobile：0748-347451

E-mail：jally@msd.or.tz

Mobile： 0744-284142

E-mail：

amwanja@msd.or.tz
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とは可能。

・ただ、カタログにないからといって注文ができないというわけではない。型番と量が分かれ

ば随時注文は受け付ける。

・AO 法用の顕微鏡については、カタログには入っていない。この手の大型機器はカタログ注

文ではなく、Special Order として扱っている（消耗品などは MOH からの注文しか受けてい

ないが、機器については医療施設から直接注文を受けることも可能）。供給先と正確な型番が

分かれば、注文に応じるのは問題ない。ただ、あくまでもPublic の施設からの注文しか受け

ていないので、Private の施設からの注文は受けられない。

・AO試薬や電球については、NMCPの購入リストに入るが、顕微鏡のパーツについては MOH

の Diagnostic Service Section（Mgaya 氏のところ）のリストに入ることになる（プロジェク

トは２つのセクションと仕事をしなければならないことになる）。

プロジェクトについて：

・前フェーズの失敗は MSD を Involve しなかったことだった。新しいプロジェクトでは是非

MSD も含めるようにしてほしい。

その他：

・JICAなどのドナーから供与される医薬品や消耗品とMSDの扱っているものではUNITが違

うため、扱いに困ることがある。

・JICA の供与器材の通関手続きは MSD に任せてほしい。MSD が空港に行って免税手続きを

した方が簡単に済む場合が多いため。

（MSD のカタログを入手）

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

STI との協議

（STI のキリーン氏を訪れたところ、キヤマ氏が同じ部屋にいたので、同席してもらった。）

DSM の都市マラリアコントロールプロジェクト：

・キヤマ氏を中心に、DSM の都市マラリアコントロールプロジェクトが来月（2004 年３月）

から始められる予定。拠出は、STI ／ Bill Gates Foundation が 30 万米ドル、ダルエスサラー

ム大学が 11 万米ドル、NMCP ８万米ドル。５年間継続して実施する予定。

・プロジェクトは、データ収集とベクターコントロールの両方を含む。ベクターコントロール

については、２年目から始め、Larvacideを使って蚊の数を減らすことを目的とする。データ

収集に関しては、来月（2004 年３月）より始め、Mosquito Density（Weekly のデータが取

得可能）、Breeding Sites（Weekly のデータが取得可能）、Prevalence and Incidence（６か月

ごとのデータ、Household 調査を実施）を取得するデータの対象とする。最終的には、環境

マネージメントのマラリア対策への有効性を実証し、世界に発信できるようにしたい。

・DSM の 73 区域（Ward）のうち、15 区域を最初の２年間の活動で対象とし、３年目からは73区

域全部に広げる。15 区域は、DSM の中でも比較的データがとりやすいところで、イララ、

テメケ、キノンドニそれぞれの地区から５区域を選ぶ。

JICA のプロジェクトについて：

・JICA が都市マラリアのプロジェクトを始めるのであれば、DSM のプロジェクトと共同で進

めてもらいたい。JICAがマラリア排水溝の清掃を対象にするというのであれば、シナリオと

しては完璧である。Larvacide と排水溝清掃の両方が重なれば効果は倍増するに違いない。

・プロジェクトで必要なベースラインデータやインパクトのデータはほぼリアルタイムで取る

日　時 2004年２月12日　15:30～ 16:30

場　所 DSM City Council (DSM Malaria Control Office)

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Gerry Killeen

Mr. Michael G. Kiama

地位／所属

City Malaria Research Coordinator,

City Medical Office of Health/Ifakara Health

Research and Development Center/STI

City Malaria Control Coordinator, Ilala Municipal

Council/Urban Malaria Control Project - DSM

連絡先

Mobile：0748-477118

E-mail：

gkilleen@ifakara.mimcdm.net

Mobile：0744-478265
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ことができる。既にDSMのプロジェクトでデータ収集の予算は付いているので、特に JICA

から余分に拠出する必要はない。

・DSM のマッピングについても既に終わっているので心配ない。

・排水溝の清掃に加えて JICA に期待するのは、排水溝の建設ではなく、そのためのガイドラ

インのようなものをつくること。どのような場所にどのような形で建設するのが望ましく、

どのような投入が必要かといった類のもので、将来的にタンザニア政府が自分で実施計画を

つくる指針となるもの。

（DSM の都市マラリアプロジェクトの電子ファイルを入手）

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

Ilala Municipal Waste Management Office との協議

Waste Management Office について：

・Waste  Management  Of f i ce はイララ政府の９つある部署のうちの１つ。以前は Heal th

Department の中にあったが、1995 年より独立した。そのため、Health Office との協力関係

はうまくいっている（現に私の面会中にキヤマ氏が現れた）。

・Waste Management Office は３つのセクションに分かれる。Solid Waste Management Section、

Air Pollution Management Section、Liquid Waste Management Section があり、排水溝の清

掃などは Liquid Waste Management Section が担当する。Liquid Waste Management Section

には、Principal Environmental Officer が１人、Foreman が２人おり、Foreman が清掃の作業

を監督する。

・実際の清掃については、民間に外注している。現在のところ、12 の契約業者があり、ゴミの

清掃、排水溝の清掃、草刈りなどをやってもらっている。

・費用は、１人のワーカーにつき１日当たり 1,600 シリング（1.6 米ドル）を支払い、排水溝で

あれば200ｍを掃除することになっている。ゴミが非常に多かったりするときはもう少し短

い距離でも良いことにしている。清掃には道具が必要なので、通常は人件費に10％上乗せし

て支払っている。

・排水溝の清掃に割り当てられる予算は、2004 年１～６月までで 500 万シリング（5,000 米ド

ル）。これは 15 人のワーカーを雇うのに相当する額（1,600 シリング× 15 人× 30 日×６か

月× 1.1 ＝ 475 万 2,000 シリング）。ただし、これはマラリアの排水溝だけでなく、道路など

の排水溝もすべて含んでいる。これだけの予算では全部をカバーすることはできない。（計算

すると、マラリア排水溝をすべて掃除するには十分な予算である。ただ、あとで契約業者か

ら聞いたところによると、予算はほとんど大きな道路の排水溝の掃除に割り当てられてい

て、マラリア排水溝にはほとんど割り当てがないとのこと。）

日　時 2004年２月13日　10:30～ 11:30

場　所 Ilala Municipal Waste Management Office

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Samuel A. Bubegwa

地位／所属

Municipal Waste Management Officer,

Ilala Municipal Council

連絡先

Mobile：0744-363627

E-mail：

bubergwasam@hotmail.com
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・道路の清掃に関しては、上述した契約業者に頼んでいるが、マラリアの排水溝に関しては、

ほとんど Casual Labor（個人委託と思われる）に頼んでいる。

JICA のプロジェクトについて：

・JICA が都市マラリアのプロジェクトを実施するのであれば、Waste Management Office も含

めることは不可欠であり、是非とも協力したい。

・Waste Management Office が 15 人のワーカーの費用を負担するのに対して、JICA が 25 人分

くらいを負担してもらえるとありがたい。

・２月 20 日のプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップにも参加す

る。

その他：

・清掃を委託している業者のうち、精力的に活動しているのはOmjaga Environmental Services

Co Ltd. である（代表の Mr. Fred Munema 氏の電話番号を入手）。

以　上
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・周辺州の機器のメンテナンスは、MOH（Technical Department）の６人の職員が各州を巡回

して実施している。詳細はよく知らないので、Technical Department のムレイ氏に聞くとよ

い。

全国の修理工場について：

・ワークショップは現在４つある（ムトワラ、ムベヤ、ムワンザ、ダルエスサラーム）。もう

すぐタボラにもできる予定。それぞれのワークショップの詳細についてはよく知らない。

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

民間清掃業者との協議

会社について：

・Omjaga Environmental Services はイララ地区の Buguruni 区域にオフィスを構える民間の清

掃業者。イララ地区の Waste Management Office の仕事を請け負っているほかに、コミュニ

ティーでの活動も行っている。会社では 105 人のワーカーを雇っている。

・代表のムネマ氏は、コミュニティーレベルでの環境マネージメントによるマラリアやコレラ

の防止を積極的に進めている。実際に自分でアドボカシー用のビデオを作製している（彼が

作成したビデオ CD を入手した）。

（ムネマ氏の活動を以下の３つに分けて説明する。）

１．イララ政府の委託による清掃業務

・105人のワーカーのうち、100人ほどを割り当てている。１人当たり１日1,600シリングをも

らう（Waste Management Office で得た情報のとおり）。ただし、委託されるのは大通りの排

水溝の掃除のみで、小さな路地の排水溝やマラリア排水溝の清掃は委託されない。他の業者

がやっているわけでなく、イララ政府に予算がないためにそこまでカバーできていないだ

け。

２．マラリア排水溝の清掃

・105人のワーカーのうち、マラリア排水溝の清掃に割り当てられるのは５人ほど。ボランティ

アの形で掃除をしている。ただし、清掃作業をした場合には、その地域に住んでいる人々か

ら１人当たり１か月につき700シリングを徴収することができるというMunicipal Law（？）

があり、清掃をしたあとに１軒ずつ回って資金を回収している。Municipal Lawでは１人１月

700 シリングということになっているが、これは高すぎるので、１軒（通常は５～ 10 人が住

む）につき１か月1,000シリングということにしている。これまでの資金の回収率は42％。

日　時 2004年２月13日　16:00～ 17:00

場　所 Omjaga Environmental Services Co. Ltd.

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Fred Munema

地位／所属

Managing Director, Omjaga Environmental

Services Co. Ltd.

連絡先

Mobile：0741-297626
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清掃の効果が見えるようになって、人々の意識が向上すれば、回収率は更に上がるだろう。

・これまでの１年間で Buguruni 区域（６万 7,280 人が住んでおり、状況はかなり悪い）にある

マラリア排水溝５～６ km のうち、1.9 ～２ km を清掃した。非常に遅いペースだが、５人し

か割り当てられないので仕方ない。やはり資金がないので大規模に進めることは難しい。

３．市民の教育

・タンザニアでは、10 軒の家（80 人くらい）につき１人の Wajumbe（単数は Mjumbe）と呼

ばれるリーダーが存在する。週末には、Wajumbeを集めて環境マネージメントについての教

育セミナーを実施している。１回のセッションにつき６人のWajumbeを集め、１回の週末に

３～４セッションを実施している。

・Wajumbe が参加するためのインセンティブとして、１回の参加につき 2,000 シリングを支

払っている。そのほか、コーラなどの飲み物なども用意する。関連する本も無料で配る。

・必要な経費は、上述した排水溝の清掃で市民から徴収した金で賄っているが、一部は自己負

担している。

・教育セミナーに参加した Wajumbe は、自分の担当する 10 軒の住民に対して教育をし、清掃

活動を推進する。

・これまでのところ、住民の活動はゴミ拾い程度にとどまっており、マラリア排水溝の清掃ま

でにはなっていない。ただ、実際に道などのゴミが少なくなっており、効果は出ている。

JICA のプロジェクトについて：

・プロジェクトで市民レベルの活動を促進したいのであれば、自分（ムネマ氏）のようなRight

Personに当たるべきだ。プロジェクトが資金を投入してくれれば、イララ地区だけでなくダ

ルエスサラーム全体に活動を広げる自信がある。

・その場合でも、プロジェクトの自立発展性のためには、イララ政府が主管しモニタリングを

することが必要であり、民間業者が勝手に活動をするというのは良くないのは理解してい

る。

・可能な活動としては、市民にビデオを見せる、パンフレットを配る、セミナーを開くといっ

たあたりが想定される。

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

NMCP ムイタ氏との協議

プロジェクトについて：

・顕微鏡を導入する HC としては、ザンジバルについては２か所くらい。最大３～４か所が限

界だろう。

・ダルエスサラームのHCについても対象にするが、最初の年に入る顕微鏡（2003年度申請分）

が 25 台と限られているので、2004 年度申請分が入ってからということにして、少し遅く始

めてもよいのでは。

・モロゴロ Rural は Tanzania Essential Health Intervention Project（TEHIP）が入っていた関係

でカスケードシステム（県が HC を監督し、HC が Dispensary を監督するというシステム）

がうまく機能しているので、良いのでは。ただ、HCは電気がないところがほとんどだろう。

・電気がある HC となると、都市部に限られる。

・ドドマ、ムトワラ、リンディあたりも候補として考える。

・いずれにしても、電気があるところにしか顕微鏡が入れられないということなので、候補と

なった州に電話で問い合わせて、電気のある HC の状況を明日までに把握して調査団に連絡

する。

・完全に壊れてしまった顕微鏡の数はそんなに多くないはず。ほとんどは修理可能か、光源の

みの取り替えで済むと思われる。2003 年度の 25 台のうち、壊れたものと取り替えるのは

３台くらいでよいと思われる。あとは上述したプロジェクトの候補地に回してよい。

・2003 年度の 25台については、電気のあるところに入れるということしかできないが、2004 年

度の申請分は、ソーラーパネルとバッテリーも合わせてパッケージで送ってもらえれば電気

のない HC にも顕微鏡の導入が可能。

・AO 法のモニタリングの指標としては、①作ったスライドの数（現状では臨床診断だけでス

日　時 2004年２月16日　12:30～ 14:30

場　所 NMCP

JICA側の同席者 山形総括（専門員）、金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Alex Mwita

Mr. Makono Andrew

Mrs. Ritha J. A. Njau

Dr. Renata Mandike

地位／所属

Program Manager, NMCP

Health Officer, NMCP

National Officer - Malaria, WHO

Deputy Manager, NMCP

連絡先

Mobile：0741-339713
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ライドを作らない場合が多いため。顕微鏡診断が使われているという指標）、②時間当たり何

人の患者を診断したか（迅速診断の指標）、③発熱患者のうち、マラリア治療薬を処方された

割合（現状では必要量の３倍くらいの薬が消費されている。経済的効果の指標）

NMCP に関連して：

・NMCP の職員は 15 名。

・2003年６月から2004年６月までの（Non-wage）予算は、1,100万米ドル。これはコモンファ

ンド（中央分）から出ている。

Global Fund について：

・NMCP は Global Fund の事務所も兼ねている。Global Fund のマネージャーはムイタ氏。

・タンザニア本土のプロジェクトは始まったばかりで、まだほとんど進んでいない。妊婦を対

象とした ITN で、Voucher を配って広めるという戦略。

・ザンジバルのプロジェクトは、マラリアの Combination Therapy に関する支援。

他のドナーの活動：

・最近は多くのドナーがコモンバスケットに移行してしまったため、マラリアという枠組みを

もって支援しているドナーは少ない。WHO はマラリア対策を包括的に支援、アイルランド

は ITNの普及を支援している。英国国際開発省（DfID）はPopulation ServiceというNGOを

通して ITN の支援をしている。

（ドドマ州で電気が使える医療施設の数について情報を入手）

Dodoma Urban 2HCs

Dodoma Rural 1HCs, 1Hosp

（Muuni Hospital －この病院には Laboratory Assistant の学校がある）

Kangwa 2HCs, 1Hosp

Mpwapwa 1HC, 1Hosp

Kondoa 1Hosp

　　合計：6HCs ＋ 4Hospitals

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

DSM City Council との協議

（協議内容は、２月 12 日の STI との協議と重なる部分が多かった。新たな情報のみ記述する。）

JICA のプロジェクト（特に都市マラリアの部分）に関して：

・STI のプロジェクトと組んでやるというのは非常に歓迎。

・Municipality にも Engineer はいるが非常に忙しく、プロジェクトに時間をとるのは困難。都

市マラリアのボランティアを派遣してもらえるのであれば、土木か都市工学のバックグラウ

ンド（Engineer）がほしい。土木の人に蚊の生態について教えることは比較的容易だが、逆

は困難。ということで昆虫学者よりも Engineer を希望する。

・青年海外協力隊（JOCV）は可能であれば各 Municipality に１人ずつ（合計３人）を希望す

る。STI-IFAKARAの昆虫学PhDの学生とJOCVが組んで仕事をするというのもひとつの案。

ちなみに PhD 学生を使うのは１人当たり１年間１万 8,000 ドルと設定されている。

・STI のプロジェクトで足りないものはツールの類（清掃の道具からコンピューターに至るま

で）。そういったところを JICA で負担してもらえると助かる。

その他：

・DSM の３つの Municipal から、タンガの Vector Control Training Center に Health Officer を

送る予定。２年間のコースで Environmental Engineer を学ぶ。

以　上

日　時 2004年２月16日　15:30～ 16:30

場　所 DSM City Council

JICA側の同席者 山形総括（専門員）、金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Deo M. Mtasiwa

Dr. Gerry Killeen

Mr. Michael G. Kiama

Dr. Marcia Cacoas de Castro

地位／所属

City Medical Officer of Health,

DSM City Council

City Malaria Research Coordinator,

City Medical Office of Health/Ifakara Health

Research and Development Center/STI

City Malaria Control Coordinator, Ilala Municipal

Council/Urban Malaria Control Project - DSM

Research Associate, Princeton University

連絡先

Mobile：0744-474346

Mobile：0748-477118

E-mail：

gkilleen@ifakara.mimcdm.net

Mobile：0744-478265
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

MOH 診断部門のムリナ氏との協議

組織について：

・MOH の Diagnostic Section には３つの Sub-section がある。

－ Laboratory Service Sub-section（Head は Mr. Mgaya；全部で４人）

－ Health Care Equipment Sub-section（Head は Mr. Emlay；全部で４人）

－ X-ray Sub-section（Mr. Boyi；１人だけ）

顕微鏡のメンテナンスについて：

・診断機器のメンテナンスについては、Healthcare Equipment Sub-sectionの４人が巡回指導を

している。１年に４回くらい行くことになっている。

・ワークショップはムベヤ、ムワンガ、ムトワラ、ムヒンビリにあり、それぞれにMOHのService

Technician が１人ずついる。Healthcare Equipment Sub-section の４人と合わせると、全部で

８人。

・ただ、上記のワークショップは通常は Referral Hospital に併設されており、MOH の Service

Technician のほかに病院が雇っている Service Technician が多数おり、管轄地域の医療施設

からの注文を請け負っている。Kilimanjaro Christian Medical Centre（KCMC）にもワーク

ショップはあり、MOH の Service Technician はいないが、KCMC が雇っている Service

Technician は何名か働いている。

・MOHの８名に加えて、病院が雇っているService Technicianもプロジェクトの対象とするこ

とに関しては、MOH としては問題ない。

・Laboratory Equipment のユーザー用のメンテナンスチェックリストが存在し、使われている

（“Check List for Laboratory Technicians”を入手）。これを基に AO 顕微鏡用のユーザーメ

ンテナンスリストも作成することは可能。

日　時 2004年２月23日　9:00～ 10:00

場　所 MOH診断部

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. S. Mrina

地位／所属

Health Laboratory Technologist of Registrar - Private

Laboratories, Diagnostic Department, MOH

連絡先

Mobile：0744-596856
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診断サービスについて：

・HC のなかには Laboratory Technician がいないところもあるので、そういったところに AO

顕微鏡を入れてもあまり意味がない。AO 顕微鏡を導入するサイトの選定には、電気の有無

のほかに Laboratory Technician がいることを考慮する必要がある。もしくは、Laboratory

Technicianを配置するといった条件を課すこともひとつの手である。Laboratory Technician

の雇用は、基本的に DMO と県の Councilor が決定する。

・AO法の診断レポートは毎月各医療施設が NMCP に提出することになっているが、実際にそ

れが行われているかどうかは不明（多分行われていない）。報告フォーマットは、“Practical

Guidelines on Acridine Orange Method in the Laboratory Diagnosis of Malaria and Other

Haemoparasites, November 1997, MOH”の 15 ページに載っている（フォーマットのコピー

を入手）。

・診断サービスの巡回指導は、基本的に Laboratory Service Sub-section を中心としてチームを

組んで実施する。

・巡回指導では、①Laboratoryがスタンダードを満たしているかのチェック、②オンザジョブ・

トレーニング（OJT）、を行う。（Private 病院用のチェックリストを入手。Public 病院用の

チェックリストもあるとのこと。）

プロジェクトについて：

・AO 法の研修については、①診断技術、②ユーザーメンテナンス、③月報の書き方、といっ

た内容で良いと思う。

・プロジェクトが始まった場合は、ムリナ氏が診断部門では連絡役になる可能性が高い。

その他の背景情報：

・Laboratory Technician は３種類：① Laboratory Assistant、② Laboratory Technician、

③ Laboratory Technologists。

－ Laboratory Assistant －高校卒業後２年間の Certificate コースを終了すると資格が得られ

る。学校は Shigida Hospital（Shingida）、Mvumi Hospital（ドドマ）、Bugando Hospital（ム

ワンザ）の３つ。

－ Laboratory Technician －高校卒業後３年間の Diploma コースを終了すると資格が得られ

る。学校はムヒンビリ（DSM）、Kilimanjaro Christian Medical Center（Kilimanjaro）、Ikonda

Hospital （イリンガ）の３つ。

－ Laboratory Technologists －３年の Diplomaコースの後、２年間の Advanced Diplomaコー

スを終了すると資格が得られる。学校はムヒンビリのみ。
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・ギムザ用の顕微鏡の値段は 800 米ドルくらい。AO 顕微鏡も市場でそのくらいの値段になれ

ば普及する可能性は高い。

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

DSM City Council キヤマ氏との協議

（ダルエスサラームのヘルスセンター訪問のアレンジをお願いに行ったついでに、NGOについて

の情報を得た。）

コミュニティーへの衛生教育を委託できる可能性のある NGO について：

・CARE International については、確かにマラリアの活動をしているが、City Council とはけっこ

う問題があり、あまり好ましくない。以下の NGO を候補として考えてはどうか。

－Plan International－大型の国際NGO。Bugruni地域のヘルスセンター建設や学校建設、コミュ

ニティー活動など、いろいろと手がけている。

　Contact : Mrs. Kawawa (mobile： 0744-381428)

－ Water Aid －国際 NGO。衛生教育を中心にコミュニティー活動をしている。

　Contact : Mrs. Kayeta (tel：2700776)

－ ENVITEC －ローカル NGO。コミュニティー活動が中心。

　Contact : Glaciana (mobile：0744-264185)

・マラリア排水溝の清掃については、NGOではなく、CBOやOmjagaのような民間業者に委託す

べきである。

以　上

日　時 2004年２月25日　10:30～ 11:00

場　所 DSM City Council

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Michael G. Kiama

地位／所属

City Malaria Control Coordinator, Ilala Municipal

Council/Urban Malaria Control Project - DSM

連絡先

Mobile：0744-478265
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

AMMP との協議

AMMP について：

・DfID のプロジェクトの１つ。1991 年に始まり、2004 年の７月に終わる予定。

・病気ごと、年齢ごと、性別ごとの罹患率や死亡率を特定するというのが意図。最初は Diabetes

などのNon-communicable Diseaseの調査を目的にしていたが、途中から、Communicable Disease

も入れるようになった。

・Demographic Surveillance と死亡ケースの Verbal Autopsy を実施している。

・データ取得の対象は以下のとおり：

－ダルエスサラーム－６万 5,000 人。Demographic Data は半年ごとに取得。Verbal Autopsy は

適宜。地方政府側の担当者は、Dr. Mashombo（テメケ）と Dr. Marry Lewanga（イララ）。

キノンドンは対象としていない。

－Hai District（Killimanjaro）－16万人。これはDistrictの75％をカバーしていることになる。

Demographic Data の取得は１年ごと。Verbal Autopsy は適宜。地方政府側の担当者は、Dr.

Masuki。

－モロゴロRural District（モロゴロ）－12万人で人口の20％をカバー。１年に１回Demographic

Data を取得。Verbal Autopsy は適宜。政府側の担当者は、Dr. Machibya（District Medical

Officer）。

・これまでの 10 年間で、Verbal Autopsy については、合計５万件を対象とした。

・1997年に出版したレポートは、www.ncl.ac.uk からダウンロードできる。2004年７月に新しい

レポートが出ることになっており、現在執筆中。

・プロジェクトは、データ収集を政府のシステムに組み込むというのが目的。ダルエスサラーム

とHai District については、すでにDistrict が独自に活動を進められるようになっている。モロ

ゴロ Rural については、前者２つよりキャパシティーは低いが、一応保健システムに組み込ま

れている。

日　時 2004年２月25日　11:30～ 12:00

場　所 Adult Morbidity and Mortality Project (AMMP) Office

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. David Whiting

地位／所属

Data Manager, Department of Medicine,

University of Newcastle Upon Tyne

連絡先

Tel: 022-2153388

E-mail：dave@ammp.or.tz
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・地方レベルではかなりキャパシティーは上がり、自立発展が見込まれる。実際に過去３年間、

これらのDistrictはAMMPの技術支援なしで独自に活動を進めている。データ解析のプログラ

ムについてもタンザニア人が自分で作成している。

・ただ、中央政府の組織的な問題が残っている。具体的には、データ取得を取り扱う部署が保健

省に存在しないため、今後地方への予算の分配がされるかどうか定かでない。DfIDがそのよう

な活動の予算を確保するように MOH に働きかけているが、今のところ改善が見られない。

・カナダ政府の支援によるTanzania Essential Health Intervention Project（TEHIP）とは、第１フェー

ズの活動は一緒に進めてきたが、1998年からの第２フェーズは別にやることになった。TEHIP

は Rufisi を対象としており、やっていることは AMMP と似ている。

JICA のプロジェクトについて：

・３つの District では、データ取得のシステムができあがっているので、プロジェクトのインパ

クトのモニタリングに使うことは十分可能と思われる。

・JICA のプロジェクトがそれらの District を対象にするのであれば、Verbal Autopsy の項目にマ

ラリアに特化した質問項目を加えてモニタリングデータを取得するということも可能。現在の

質問項目は、Febrile Disease として作られており、マラリアについて得られる情報は限られて

いる。Demographic Survey については、お金もかかるし JICA のプロジェクトのスコープ内で

はないので、できることは限られていると思う。

その他の情報：

・タンザニアの Census は 10 年に１回ということになっている。最近では 2002 年に行われてお

り、非常に精度の高いデータが得られている（www.tanzania.go.tz/census）。

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

NMCP マンディケ氏との協議

・プロジェクトの候補となりそうな県について、電気の供給状況を調べた。アシスタントに電話

で確認させたため、検査技師がいるかどうかまでは調べられなかった。また、モロゴロ Rural

と Rufiji については、まだ回答が返ってきていない。

・電気が供給されている医療施設（HC と Dispensary）の状況は以下のとおりである。

Morogoro Urban：

－ Masiga HC

－ Uhuru HC

－ Sabasaba HC

－ Kinguruwila Disp.

－ Konga Disp.

－ Mbete Disp.

Dodoma Urban：

－ Makole HC

－ Hombolo HC

－ Makole Disp.

－ Kikuyu Disp.

Dodoma Rural：

－ Mundewu HC

－ Bwigiri Disp.

－ Izava Disp.

－ Mende Disp.

日　時 2004年２月27日　13:00～ 14:00

場　所 NMCP

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Dr. Renata Mandike

地位／所属

Deputy Manager, NMCP

連絡先

Mobile：0744-295323
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Kinondoni (DSM)：

－ Mbweni Disp.

－ Kiluvya Disp.

－ Kibamba Disp.

Temeke (DSM)：

－ Kigamboni HC

－ Mbagala Kizuiani Disp.

－ Rangitata Disp.

Ilala (DSM)：

－ Mnazi Mmoja HC

－ Bugruni HC

－ Vingunguti Disp.

以　上
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マラリア早期診断強化計画第２次事前評価調査

民間清掃業者との協議

〔Omjaga Environmental Services（民間の清掃業者）のムネマ氏からマラリア排水溝清掃の見積り

をもらった。〕

（以上に業者の取り分 10％を加えると、清掃費用は以下のようになる。）

以　上

Variable cost (daily rate; cleaning 2.5km/day)

Labors (cleaning 50m/day) 02,500 50 125,000

Vehicle hire 70,000 01 070,000

Total 195,000 Tsh

Fixed cost (initial cost)

Gloves 04,500 50 1,225,000

Spades 03,500 50 1,175,000

Gum boots 09,000 50 1,450,000

Masks 10,500 50 1,025,000

Wheel barrow 50,000 20 1,000,000

Panga 02,000 10 1,020,000

Tupa 02,000 05 1,010,000

Total 1,905,000 Tsh

Cleaning 025km 4,240,500 Tsh

Cleaning 050km 7,458,000 Tsh

Cleaning 100km 10,675,500 Tsh

Cleaning 200km 19,255,500 Tsh

*1USD＝ 1,100Tsh＝ 108JPY (As of 27 Feb 2004)

日　時 2004年２月27日　14:00～ 14:30

場　所 Peacock Hotel

JICA側の同席者 金森団員（コンサルタント）

氏　名

Mr. Fred Munema

地位／所属

Managing Director, Omjaga Environmental

Services Co. Ltd.

連絡先

Mobile：0741-297626
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